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資料３－１ 

石川県地域防災計画（地震災害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

地震災害対策編 
 
 

（令和３年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

地震災害対策編 
                  
 

（令和４年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸 

支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸 

支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、楽天モバイル株式会社（金沢

支社）、福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、

ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、

株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミ

リーマート、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 エ～オ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）基本理念 

この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復

を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮

し、相互に協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、

災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら地震災

害への備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本理念 

この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合（以下「災害時」という。）の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減

災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮し、相互に

協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、災害時の

社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら地震災

害への備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関の管理者は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る地震防災に寄与すべきものである。それぞれが地震防災に

関して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関の管理者は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る地震防災に寄与すべきものである。それぞれが地震防災に

関して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往の地震災害 

１～２（略） 

３ 社会的要因とその変化 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要が

ある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所にお

ける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進

する必要がある。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

４～５（略） 

 

第５節～第８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 本県の特質と既往の地震災害 

１～２（略） 

３ 社会的要因とその変化 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、災害時に、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮

する必要がある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感

染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。 

（８）情報通信技術の発達 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピュ

ーティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する

必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準

化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る

必要がある。 

４～５（略） 

 

第５節～第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第２章 地震災害予防計画 
 

【地震災害予防計画の体系】 

地震から県民の生命と財産を守り、安全で安心な県土づくり実現のために、

県、市町及び防災関係機関等は、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震

を想定したうえで、必要な地震予防対策を、一丸となって講じる。 

また、災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合

もあることから、ソフト施策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わ

せて一体的に災害対策を推進する。 

なお、最新の科学的知見を総動員し、起こり得る災害及びその災害によって

引き起こされる被害を的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の

教訓を踏まえ、絶えず災害対策の改善を図ることとする。 

 

 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、地震防災思想の高揚を図り、自主防災体制の

確立を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布

等あらゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図る。なお、防災マップの

作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避難

に対する住民等の理解の促進を図るよう努める。 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～ウ（略） 

（新設） 

エ～キ（略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

ク（略） 

５～６（略） 

 

 

第２章 地震災害予防計画 
 

【地震災害予防計画の体系】 

地震から県民の生命と財産を守り、安全で安心な県土づくり実現のために、

県、市町及び防災関係機関等は、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震

を含め、様々な地震を想定し、その想定結果や切迫性等に基づき、必要な地震

予防対策を、一丸となって講じる。 

また、災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合

もあることから、ソフト施策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わ

せて一体的に災害対策を推進する。 

なお、最新の科学的知見を総動員し、起こり得る災害及びその災害によって

引き起こされる被害を的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の

教訓を踏まえ、絶えず災害対策の改善を図ることとする。 

 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、地震防災思想の高揚を図り、自主防災体制の

確立を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布

等あらゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図る。なお、防災マップの

作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避難

に対する住民等の理解の促進を図るよう努める。 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～ウ（略） 

エ 災害発生後の性暴力等を防止する意識啓発 

オ～ク（略） 

ケ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域

避難の考え方 

コ 家屋が被災した際に，片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など，生活の再建に資する行動 

サ（略） 

５～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）地震発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の

一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、

必要があると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）地震発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する

地区において、地区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行わ

れるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及

び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努める。また、訓練等によ

り，両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

さらに、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の一定の

地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、必要が

あると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 自主防災組織の育成 

１（略） 

２ 地域住民等の自主防災組織 

（１）～（２）（略） 

（３）避難行動要支援者に対する地域協力体制 

避難行動要支援者は、地震等の災害が発生した場合には、自力による避難

が困難である｡ 

このため、自主防災組織は、市町と連携しながら、寝たきりや一人暮らし

の高齢者等に対する地域の協力体制づくり及び社会福祉施設等に対する地

域の協力体制づくりを推進する。 

３（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

 

２～４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 自主防災組織の育成 

１（略） 

２ 地域住民等の自主防災組織 

（１）～（２）（略） 

（３）避難行動要支援者に対する地域協力体制 

避難行動要支援者は、地震等の災害時には、自力による避難が困難である｡ 

このため、自主防災組織は、市町と連携しながら、寝たきりや一人暮らし

の高齢者等に対する地域の協力体制づくり及び社会福祉施設等に対する地

域の協力体制づくりを推進する。 

 

３（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボラ

ンティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時にお

ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活

動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等につ

いて整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整

備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

２～４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、地震発生時における消火、救助、避難、通信等の効果的方策を検討し、

能登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、具体的計画をたて、より実践

的な防災訓練を継続的に実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、地震発生時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験で

きるよう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

 

２ 県、市町及び防災関係機関等は、地震災害予防の万全を期するため、単独又

は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行うよう努める。この際、各機関の救援活動等の連携強

化に留意する。また、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見

するための訓練の実施にも努めるとともに、訓練のシナリオに緊急地震速報を

取り入れるなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努める。 

 

（１）（略） 

（２）実地訓練 

地震災害の発生を想定し、災害応急対策を実地に行う。 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。 

 

 

 イ～エ（略） 

 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、地震発生時における消火、救助、避難、通信等の効果的方策を検討し、

能登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、大規模広域災害時に円滑な広

域避難が可能となるよう、具体的計画をたて、より実践的な防災訓練を継続的

に実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、地震発生時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験で

きるよう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

２ 県、市町及び防災関係機関等は、地震災害予防の万全を期するため、単独又

は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間、地域の災害リスク

等の訓練環境などについて具体的な設定を行うよう努める。この際、各機関の

救援活動等の連携強化に留意する。また、災害対応業務に習熟するための訓練

に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努めるとともに、訓練のシナリ

オに緊急地震速報を取り入れるなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう

努める。 

（１）（略） 

（２）実地訓練 

地震災害の発生を想定し、災害応急対策を実地に行う。 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。また、新型コ

ロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対

応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

 イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

 イ 県は、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結

するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努

める。 

 

 

 

 ウ～エ（略） 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 県は、国や他の地方公共団体からの応援職員を迅速・的確に受け入れて情

報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全体

及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペー

スの確保を行う。 

 

 

 

 ウ（略） 

（１０）～（１６）（略） 

 

 

 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

 イ 県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となる

よう、既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体

制の構築に努めるとともに、広域避難における居住者等及び広域一時滞在に

おける被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施される

よう運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方

法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 ウ～エ（略） 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 県は、国や他の地方公共団体からの応援職員を迅速・的確に受け入れて情

報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全体

及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペー

スの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策として、

会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務スペ

ースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たっては，派

遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

 ウ（略） 

（１０）～（１６）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい 

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センター

が地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における

男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当

部局と男女共同参画部局が連携し明確化しておくよう努める。 

 

３ 市町の活動体制 

（１）～（３）（略） 

（４）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア～イ（略） 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方

公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に

実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、発災時の具体的な避

難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 

 

 エ～オ（略） 

（５）（略） 

（６）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。 

 

 

 

 ウ（略） 

（７）～（１４）（略） 

 

 

 

 

 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を高 

めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内

及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地域

における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と

男女共同参画部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）～（３）（略） 

（４）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア～イ（略） 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、広域

避難における居住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難

者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結

するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努

める。 

 エ～オ（略） 

（５）（略） 

（６）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策と

して、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執

務スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

 ウ（略） 

（７）～（１４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の観点から、男女共同参画担当部局が災害対応につ

いて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センタ

ーが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時におけ

る男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担

当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

 

 

 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

４（略） 

第８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の観点から、防災会議の委員に占める女性の割合を 

高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁

内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局

と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努める。 

 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

  また各機関が横断的に共有すべき防災情報をＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流

通ネットワーク）に集約できるよう努める。 

４（略） 

第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第９節 水害予防 

１～２（略） 

３ ダムの操作 

ダム管理者は、洪水調節等について当該ダム等の操作規則又は操作規程の定

めるところにより、適正な操作を行う。 

なお、洪水による災害が発生し、又は発生するおそれがあると認められる場

合においては、災害の発生を防止し、又は災害を軽減するために緊急の必要が

あるとき、一級河川については国土交通大臣又は知事、二級河川については知

事が、それぞれダムの管理者に対して必要な措置をとることを指示する。 

 

 

 

 

４～１０（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 水害予防 

１～２（略） 

３ ダムの操作、事前放流の取組推進 

ダム管理者は、洪水調節等について当該ダム等の操作規則又は操作規程の定

めるところにより、適正な操作を行う。 

なお、洪水による災害時においては、災害の発生を防止し、又は災害を軽減

するために緊急の必要があるとき、一級河川については国土交通大臣又は知

事、二級河川については知事が、それぞれダムの管理者に対して必要な措置を

とることを指示する。 

河川管理者は，水害の激甚化，治水対策の緊要性，ダム整備の地理的な制約

等を勘案し，緊急時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するた

め，「石川県二級水系ダム洪水調節機能協議会」等を組織し，利水ダム等の事

前放流の取組を推進するものとする。 

４～１０（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、地震に伴う建物倒壊及び出火・延焼、津波等の災害に備えて、災害

の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被

災者が避難生活を送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意

を得た上で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災

組織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に

当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

 

 

 

 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

 市町は、地震に伴う建物倒壊及び出火・延焼、津波等の災害、新型コロナウ

イルス感染症を含む感染症対策等を踏まえ、災害の危険が切迫した緊急時にお

いて安全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るために

必要十分な指定避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要

な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所、収

容人数等について、町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を図ると

ともに、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定

し、ホームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。防災に

関する諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、

熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）指定避難所 

 ア 被災者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋

式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した施

設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ指

定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 
 

キ 被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ク（略） 

 ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、被災者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（４）（略） 

 

（２）指定避難所 

 ア 避難者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、避難者等を受け入れ、又は生活関連物資を避難者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、医薬品、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション等避

難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要

な物資等の備蓄に努めること。備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、

子供にも配慮する。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の

活用を含む）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレなど

高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した施設・設備や相

談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ指定避難所の電

力容量の拡大に努めること。 

（略） 

 災害時におけるテントシート製品の調達等に関する協定 

 

 キ 避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ク（略） 

 ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、避難者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

４～６（略） 

７ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

被災者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とし、避難所運営マニュアルを作成

する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第１１節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

震災発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高

齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適切な

防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になりやすい人々である要配慮

者が被害を受ける可能性が高い。このため、県、市町及び社会福祉施設等の関

係機関は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、災害から要配慮者を

守るための防災対策の一層の充実を図る。 

 

 

 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の受け入れや関係団

体との連携により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所へ

の避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院を円滑に行う体制の確保に努める。 

４～６（略） 

７ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

避難者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とし、避難所運営マニュアルを作成

する。 

８ 情報連絡体制の整備 

  保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に

備えて、平常時から、管内の市町の防災担当部局との連携の下、ハザードマッ

プ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、市町の保健福祉担当部局、防災担当部局との連携の下、自宅療養

者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、

自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 

 

第１１節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

震災発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、難

病等の患者、高齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや

迅速かつ適切な防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になりやすい人

々である要配慮者が被害を受ける可能性が高い。このため、県、市町及び社会

福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、災害

から要配慮者を守るための防災対策の一層の充実を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導

し、安否確認等を行うための措置について定める。 

 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連

携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、自主防災組

織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者に関する情

報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、避難支援等に携わる関係者として市町地域防災計画に定めた消防

機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に

対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町の

条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、

多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 ウ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難

計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うた

めの措置について定める。 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、

自主防災組織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者

に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わ

る関係者に対し、避難行動要支援者本人の同意、または、当該市町の条例の

定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するととも

に、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るもの

とする。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 ウ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）避難行動要支援者の避難支援計画の策定 

市町は、防災関係部局と福祉関係部局、警察本部等との連携の下、消防団、

自主防災組織等、また、平常時から避難行動要支援者と接している社会福祉

協議会、地区民生委員協議会、介護サービス事業者、障害者団体等の福祉関

係機関と協力して、個人情報保護やプライバシーに配慮しつつ、避難行動要

支援者に関する情報の共有、避難支援プランの策定等に努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした避難支援プランの全体計画を早期に作成するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

（２）避難行動要支援者の避難支援計画の策定 

ア 市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の

避難支援等に携わる関係者と連携して、避難行動要支援者名簿の情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした個別避難計画の全体計画を早期に作成するものとする。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザー

ドマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したも

のとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じ

た場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の

適切な管理に努める。 

イ 市町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等

により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

ウ 市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都道府県

警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等

に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同

意、または、当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別避難

計画を提供する。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達

体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

エ 市町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、

避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携

わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避

難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 



 - 19 - 

現       行 修   正   案 備 考 

（７）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

 

 

 

 

 

（８）二次避難支援体制の整備 

県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）社会福祉施設等の整備 

   県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定

を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請する

ものとする。 

（２）～（３）（略） 

４（略） 

（７）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

   また、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、必

要に応じて、福祉避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示する

ほか、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計

画等により、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難す

ることができるよう努める。 

（８）二次避難支援体制の整備 

県は、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を派遣する体制を整

備し、関係団体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）社会福祉施設等の整備 

   県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設、ホテル・旅館等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害

協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請

するものとする。 

（２）～（３）（略） 

４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１３節～第１４節（略） 

 

第１５節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

地震発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が発

生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、被災した住民

に日常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健

康を崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽

減を図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、地震発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 

 

 

 

 

 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１３節～第１４節（略） 

 

第１５節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

地震発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が発

生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、精神科医療機

能の低下が予想される。このような混乱した状況のもとで、被災した住民は日

常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健康を

崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽減を

図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、地震発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

（新設） 

 

 

ア 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえたこ

ころのケア活動マニュアルに基づき、支援関係者に対する研修を実施するほ

か、常に活動体制の点検を行う。 

イ 県は、県こころの健康センター、県立高松病院及び精神科医療機関等と連

携、協力し、派遣・受入体制の確立に努める。 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

震災により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、県は、精

神科医療機関と協力し体制整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえながら、精神保健医療班（こ

ころのケアチーム）の派遣・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡

体制の整備に努める。 

 

第１６節～第１８節（略） 

 

 

 

 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

 ア 県は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する意思を持ち、ＤＰ

ＡＴの活動に必要な人員を有する病院を石川ＤＰＡＴ指定機関に指定し、支

援体制を確立しておく。 

イ 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」等に基づき、

支援関係者に対する研修を実施するほか、常に活動体制の点検を行う。 

 

（削除） 

 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

（１）県は、次の機能を有する災害拠点精神科病院として石川県立こころの病院

を指定する。 

ア 医療保護入院、措置入院等の精神保健福祉法に基づく精神科医療を行うた 

めの診療機能 

イ 精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難所としての機能 

ウ ＤＰＡＴの派遣機能 

（２）県は、震災により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、

災害拠点精神科病院、精神科医療機関等と協力体制を確立しておく。 

（３）県は、発災直後から精神科医療ニーズに対応できるよう精神科医療機関が

機能停止した場合の入院患者の搬送方法、外来患者の医療継続の方法等につ

いて訓練等で検証しておく。 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえながら石川ＤＰＡＴの派遣・

受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡体制の整備に努める。 

 

 

第１６節～第１８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１９節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、地震時における電力の供給を確保するため、電力施設の

耐震性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互連携の拡大に努める。な

お、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 
 
 
 

７～１１（略） 

 

第２０節～第２１節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１９節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、地震時における電力の供給を確保するため、電力施設の

耐震性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互連携の拡大に努める。な

お、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

 大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

 

 

 

７～１１（略） 

 

第２０節～第２１節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 23 - 

現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第３章 地震災害応急対策計画 
 

地震災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、

災害対策に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。その

ため、発災後の時間の経過に伴い変化する対応策を時系列に沿って、初動対

策期（発災から１日程度）、緊急対策期（１週間程度まで）、応急対策期（１

か月程度まで）の３期別に分類・整理する。 

特に、発災当初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間

帯であることを踏まえ、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正

確な情報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのために必要

な活動に人的・物的資源を優先的に配分する。 

また、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十

分配慮する。 

 

（略） 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

 ア～サ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

シ～ソ（略） 

 

 

 

 

 

第３章 地震災害応急対策計画 
 

地震災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、

災害対策に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。その

ため、発災後の時間の経過に伴い変化する対応策を時系列に沿って、初動対

策期（発災から１日程度）、緊急対策期（１週間程度まで）、応急対策期（１

か月程度まで）の３期別に分類・整理する。 

災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、特に、発災当

初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを

踏まえ、発災直後は被害規模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確

な情報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのために必要な

活動に人的・物的資源を優先的に配分する。 

また、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十

分配慮する。 

（略） 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

 ア～サ（略） 

 シ 大規模災害時における相互連携に関する協定 

（本章第19節｢ライフライン施設の応急対策｣参照） 

ス～タ（略） 
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（新設） 

 

 

 

 

 

タ～ナ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

ニ～ヘ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 

第２節～第４節（略） 

 

第５節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

（１）支援要請の要件 

県は、地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、次の各号の

いずれかに該当する場合は、市町長等の要請に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 

第６節～第８節（略） 

 

 

 

 

 

 チ 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

（本章第20節｢公共土木施設等の応急対策｣参照） 

 

 

 

 

ツ～ヌ（略） 

ネ 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（本章第25節｢輸送手段の確保｣参照） 

 

 

 

 

ノ～ミ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 

第２節～第４節（略） 

 

第５節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

（１）支援要請の要件 

県は、地震災害時で、次の各号のいずれかに該当する場合は、市町長等の

要請に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 

第６節～第８節（略） 
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第９節 避難誘導等 

１～６（略） 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。なお、市町のみでは困難なと

きは、県に応援を要請する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ～エ（略） 

オ 避難所の運営 

第９節 避難誘導等 

１～６（略） 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。災害の規模にかんがみ、必要

な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努める。なお、市町のみでは

困難なときは、県に応援を要請する。特定の指定避難所に避難者が集中し、

収容人数を超えることを防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多

様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努め

る。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

県及び市町、被災地において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の

発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健福祉部局が連携して、感染対

策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が避難所に避

難する可能性を考慮し、あらかじめ、市町の保健福祉担当部局、防災担当部

局及び保健所との間で、情報共有の内容、情報の伝達方法などについて、検

討・調整を行い、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

イ～エ（略） 

オ 避難所の運営 



 - 26 - 

現       行 修   正   案 備 考 

カ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

サ 旅館・ホテル等の活用 

市町は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

旅館、ホテル等への移動を避難者に促す。 

シ～ス（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配

布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに

配慮した避難所の運営管理に努める。 

サ 女性や子ども等の安全の配慮 

   避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・

入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設す

る、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女

性や子ども等の安全に配慮するよう努めるものとする。また、警察、病院、

女性支援団体等との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努

める。 

シ ホテル・旅館等の活用 

市町は、災害の規模、避難者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。 

ス～セ（略） 
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８ 広域避難対策 

（１）市町 

 ア 被災地区の市町の避難所に被災者が入所できないときは、当該市町は、被

災者を被害のない市町若しくは被害の少ない市町又は隣接県への移送につ

いて県に要請する。 

 

 

 

イ（略） 

ウ 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに避難所を開設し、受

け入れ態勢を整備する。 

 

エ（略） 

（新設） 

 

 

オ（略） 

（２）県 

ア 被災地区の市町から被災者の移送の要請があった場合は、県は、近隣市町

等と協議の上、被災者の移送を決定する。 

イ 県は、移送先が決定したときは、直ちに移送先に対して避難所の開設を指

示又は要請し、被災者の受け入れ態勢の確保に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

ウ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

８ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市町の区域外への広域的な

避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合

において、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接協議し、他

の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との

協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告

した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議する。 

イ（略） 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 

オ 市町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難

の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け

入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

カ（略） 

（２）県 

ア 県は、被災地区の市町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を

行う。 

イ 県は、国に対し、必要に応じて、受入先の候補となる地方公共団体及び当

該地方公共団体における避難者の受入能力（施設数，施設概要等）等、広域

避難について助言を求める。なお、県は、市町から求めがあった場合には、

同様の助言を行う。 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき，関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 
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（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求める。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 

第１０節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

地震災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病

人、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者は、災害の認識や災害情報の受理、自

力避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、避難者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求めることができる。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 

第１０節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

地震災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病

人、難病等の患者、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者は、災害の認識や災害

情報の受理、自力避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 
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第１１節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や精神保健医療班（こころのケアチー

ム）等の医療救護活動に当たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護

活動を実施するため、医療救護班等連絡会を設置する。 

オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

 

第１２節～第１５節（略） 

 

第１６節 災害警備及び交通規制 

１ 基本方針 

地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、警察及び海上保安部

は、県民及び滞在者の生命、身体及び財産を保護し、地震災害に関連する犯罪

の予防、鎮圧、被疑者の逮捕、陸上・海上交通の確保を行い、公共の安全と秩

序の維持を図る。 

２～３（略） 

 

第１７節～第１８節（略） 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や石川ＤＰＡＴ等の医療救護活動に当

たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護活動を実施するため、医療

救護班等連絡会を設置する。 

オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

 

第１２節～第１５節（略） 

 

第１６節 災害警備及び交通規制 

１ 基本方針 

地震災害時に、警察及び海上保安部は、県民及び滞在者の生命、身体及び財

産を保護し、地震災害に関連する犯罪の予防、鎮圧、被疑者の逮捕、陸上・海

上交通の確保を行い、公共の安全と秩序の維持を図る。 

 

２～３（略） 

 

第１７節～第１８節（略） 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地

域防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

３～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、被災建築物応急危険度判定を活用して二次災

害の防止に努めるほか、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２１節～第２２節（略） 

 

 

 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地

域防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

   大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

３～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、被災建築物応急危険度判定を活用して二次災

害の防止に努めるほか、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

（略） 

 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

 

第２１節～第２２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

 イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房

器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮し、要配慮者等のニーズや、

男女のニーズの違いに配慮する。 

 

 ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

 イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、避難所における感染症拡大防止に

必要な物資をはじめ、夏季には冷房器具、冬季には暖房器具、燃料等も含め

るなど被災地の実情を考慮し、要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違い

に配慮する。 

 ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２４節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資復旧資材、救助物資等の緊急輸送を自動車等によ

り行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を

実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約又は車両の借

上げによって緊急輸送を実施する。この場合において、契約した自動車運送

業者は、一般客貨の輸送に優先して緊急輸送を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。隣接県の道路についてこの措置を必要

とする場合は、石川県防災会議が当該公安委員会に対して、道路区間及び期

間を明示して一般車両の交通の禁止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資復旧資材、救助物資等の緊急輸送を自動車等によ

り行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を

実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約又は車両の借

上げによって緊急輸送を実施する。この場合において、契約した自動車運送

業者は、一般客貨の輸送に優先して緊急輸送を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。隣接県の道路についてこの措置を必要

とする場合は、石川県防災会議が当該公安委員会に対して、道路区間及び期

間を明示して一般車両の交通の禁止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２６節 こころのケア活動 

こころのケア活動のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、災害時精神保健医療活動（こ

ころのケア）が円滑に行われるよう調整を行うとともに、災害時精神科医療

体制（緊急入院先の確保など）の調整も行う。 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 

 

第２６節 こころのケア活動 

こころのケア活動のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、石川ＤＰＡＴが円滑に行われ

るよう調整を行う。 

 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 精神保健医療班（こころのケアチーム）派遣体制 

県は、必要に応じて、県内精神科医療機関の協力の下、精神保健医療班（精

神科医、看護師、精神保健福祉士等）を編成し、被災地へ派遣する。 

４ 精神保健医療班活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

精神保健医療班は、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療

救護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及

び仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握

に努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケ

ア活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

（新設） 

 

オ～カ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 

第２８節～第３２節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 石川ＤＰＡＴ派遣体制 

県は、必要があると認めた場合、石川ＤＰＡＴ指定機関に対して石川ＤＰＡ

Ｔの出動を要請し、被災地へ派遣する。 

４ 石川ＤＰＡＴ活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

石川ＤＰＡＴは、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療救

護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及び

仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握に

努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケア

活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

オ 県は、避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、必要 

に応じて、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を被災地へ派遣する。 

カ～キ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 

第２８節～第３２節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 35 - 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、市町長その他の執行機関、指

定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧の実施に

ついて責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた市町から要請があり、かつ当該市町

の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要

があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、当該市町に代わ

って工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に対する支援を行

う。 

 

３～５（略） 

 

第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、発災後速やかに、被災

者生活再建支援制度等の各種支援制度の周知に努める。 

 

 

第５節～第７節（略） 

 

 

第５章（略） 
 

 

 

 

 

 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、市町長その他の執行機関、指

定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧の実施に

ついて責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた場合、または、災害が発生し、県が

管理する道路と交通上密接である市町道が被災した場合、市町から要請があ

り、かつ当該市町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な

復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、

当該市町に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に

対する支援を行う。 

３～５（略） 

 

第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、見守り・相談の機会や

被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に

支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

 

第５節～第７節（略） 

 

 

第５章（略） 
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資料３－２ 

石川県地域防災計画（津波災害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

津波災害対策編 
 
 

（令和３年修正） 
 
                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

津波災害対策編 
                  
 

（令和４年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸 

支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸 

支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、楽天モバイル株式会社（金沢

支社）、福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、

ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、

株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミ

リーマート、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 エ～オ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）基本理念 

この計画は、震災対策のうち主として津波による被害を対象に、県、市町、

防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、津波災害時の被害を最小化し、被害の迅速な

回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に

発揮し、相互に協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な津波防災対

策を講じ、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならな

い。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、関連する各種計画とも有機的な連携を図りながら、

常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて修正を加えるなど、その弾

力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら津波災

害への備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本理念 

この計画は、震災対策のうち主として津波による被害を対象に、県、市町、

防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、津波災害が発生し、又は発生するおそれがあ

る場合（以下「災害時」という。）の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図

る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮し、

相互に協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な津波防災対策を講

じ、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、関連する各種計画とも有機的な連携を図りながら、

常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて修正を加えるなど、その弾

力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら津波災

害への備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関の管理者は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る津波防災に寄与すべきものである。それぞれが津波防災に関

して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関の管理者は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る津波防災に寄与すべきものである。それぞれが津波防災に関

して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往の津波災害 

１（略） 

２ 地質及び地盤等の特性と地震の発生状況 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要が

ある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所にお

ける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進

する必要がある。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

３～５（略） 

 

第５節～第８節（略） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

第４節 本県の特質と既往の津波災害 

１（略） 

２ 地質及び地盤等の特性と地震の発生状況 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、災害時に、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮

する必要がある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感

染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。 

（８）情報通信技術の発達 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピュ

ーティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する

必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準

化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る

必要がある。 

３～５（略） 

 

第５節～第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第２章 津波災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１（略） 

２ 津波ハザードマップの作成、周知 

市町は、県の示す津波浸水想定区域図に基づき、津波ハザードマップを作成、 

公開するとともに、住民に配布し、津波ハザードマップを活用した地域学習や 

防災訓練の継続的な実施を推進することにより、津波ハザードマップの正しい 

理解と普及啓発に努める。なお、津波ハザードマップが安心マップとならない」

よう、あわせてその特性や限界を住民に周知する。 

３～４（略） 

５ 住民に対する防災知識の普及 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～エ（略） 

オ 県民及び事業所のとるべき措置 

（新設） 

 

 

（新設） 

カ～キ（略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

ク（略） 

６～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

（略） 

 
 

第２章 津波災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１（略） 

２ 津波ハザードマップの作成、周知 

市町は、県の指定する津波災害警戒区域に基づき、津波ハザードマップを作 

成、公開するとともに、住民に配布し、津波ハザードマップを活用した地域学 

習や防災訓練の継続的な実施を推進することにより、津波ハザードマップの正 

しい理解と普及啓発に努める。なお、津波ハザードマップが安心マップとなら 

ない」よう、あわせてその特性や限界を住民に周知する。 

３～４（略） 

５ 住民に対する防災知識の普及 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～エ（略） 

オ 避難指示の発令時に県民及び事業所のとるべき措置 

カ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性

の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸

することなく適切な行動をとること 

キ 災害発生後の性暴力等を防止する意識啓発 

ク～ケ（略） 

コ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域

避難の考え方 

サ 家屋が被災した際に，片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など，生活の再建に資する行動 

シ（略） 

６～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

  地震を感じたときや大津波警報・津波警報・注意報が発表された場合は、次

のことに留意し、落ち着いて行動する。 

３（略） 

（１）（略） 

（２）津波発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の

一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、

必要があると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

  地震を感じたときや大津波警報・津波警報・注意報が発表された場合は、次

のことに留意し、落ち着いて行動する。 

３（略） 

（１）（略） 

（２）津波発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する

地区において、地区防災計画を定める場合は、地域全体での避難が円滑に行わ

れるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及

び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努める。また、訓練等によ

り，両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

さらに、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の一定の

地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、必要が

あると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 自主防災組織の育成 

１（略） 

２ 地域住民等の自主防災組織 

（１）～（２）（略） 

（３）避難行動要支援者に対する地域協力体制 

避難行動要支援者は、津波等の災害が発生した場合には、自力による避難

が困難である｡ 

このため、自主防災組織は、市町と連携しながら、寝たきりや一人暮らし

の高齢者等に対する地域の協力体制づくり及び社会福祉施設等に対する地

域の協力体制づくりを推進する。 

（４）（略） 

３（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の 

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行 

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ 

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化 

を、研修や訓練を通じて推進する。 

２～４（略） 

 
 
第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、津波発生時における避難、救助、通信等の効果的方策を検討し、東日

本大震災の教訓等を踏まえ、具体的計画をたて、より実践的な防災訓練を継続

的に実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、津波発生時の避難等をより多くの住民が身をもって体験できるよう努

める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

第３節 自主防災組織の育成 

１（略） 

２ 地域住民等の自主防災組織 

（１）～（２）（略） 

（３）避難行動要支援者に対する地域協力体制 

避難行動要支援者は、津波等の災害時には、自力による避難が困難である｡ 

このため、自主防災組織は、市町と連携しながら、寝たきりや一人暮らし

の高齢者等に対する地域の協力体制づくり及び社会福祉施設等に対する地

域の協力体制づくりを推進する。 

 

（４）（略） 

３（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボラ 

ンティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時にお 

ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活 

動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等につ 

いて整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整 

備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

２～４（略） 

 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、津波発生時における避難、救助、通信等の効果的方策を検討し、東日

本大震災の教訓等を踏まえ、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となる

よう、具体的計画をたて、より実践的な防災訓練を継続的に実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、津波発生時の避難等をより多くの住民が身をもって体験できるよう努

める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 防災訓練計画 

県、市町及び防災関係機関等は、津波災害予防の万全を期するため、単独又

は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行うなど、最も早い津波の到達予想時間や最大クラスの

津波の高さを踏まえた具体的かつ実践的な訓練を行うよう努める。この際、各

機関の救援活動等の連携強化に留意するものとする。また、災害対応業務に習

熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努めるとと 

もに、訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、津波発生時の対応行

動の習熟を図るよう努める。 

（１）（略） 

（２）実施訓練 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。 

 

 

イ～エ（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 防災訓練計画 

県、市町及び防災関係機関等は、津波災害予防の万全を期するため、単独又

は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間、地域の災害リスク

等の訓練環境などについて具体的な設定を行うなど、最も早い津波の到達予想

時間や最大クラスの津波の高さを踏まえた具体的かつ実践的な訓練を行うよ

う努める。この際、各機関の救援活動等の連携強化に留意するものとする。ま

た、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見するための訓練の

実施にも努めるとともに、訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、

津波発生時の対応行動の習熟を図るよう努める。 

（１）（略） 

（２）実施訓練 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。また、新型コ

ロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対

応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ 県は、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結

するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努

める。 

 

 

 

 ウ～エ（略） 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。 

 

 

 

 ウ（略） 

（１０）～（１６）（略） 

 

 

 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ 県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となる

よう、既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体

制の構築に努めるとともに、広域避難における居住者等及び広域一時滞在に

おける被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施される

よう運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方

法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 ウ～エ（略） 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策とし

て、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務

スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

 ウ（略） 

（１０）～（１６）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につ

いて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画セン

ターが地域の防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における

男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担

当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

 

３ 市町の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア～イ（略） 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方

公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に

実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、発災時の具体的な避

難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 

 エ～オ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。 

 

 

 

 ウ（略） 

（８）～（１５）（略） 

 

 

 

 

 

 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を

高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センター

が地域の防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部

局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア～イ（略） 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者

及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送

が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具

体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 エ～オ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

 イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策と

して、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執

務スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

 ウ（略） 

（８）～（１５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１６） 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応に

ついて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また，男女共同参画セ

ンターが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時

における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割につい

て、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努 

めるものとする。 

 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

 
 
 
第７節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

４（略） 

 
第８節 消防力の充実、強化 

１～６（略） 

７ 救助・救急体制の整備 

（１）救助資機材の整備 

ア～イ（略） 

（新設） 

 

 

（１６） 男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を 

高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また，男女共同参画センタ

ーが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時にお

ける男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防

災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努 

めるものとする。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努める。 

 
第７節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

また各機関が横断的に共有すべき防災情報をＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流

通ネットワーク）に集約できるよう努める。 

４（略） 

 
第８節 消防力の充実、強化 

１～６（略） 

７ 救助・救急体制の整備 

（１）救助資機材の整備 

ア～イ（略） 

 ウ 津波災害警戒区域内では、市町村地域防災計画に主として防災上の配慮を 

要する者が利用する施設の所在地を定めること等から、当該情報も活用して 

救助・救急活動に努めるものとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）（略） 

 

第９節（略） 
 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

津波被害の軽減には、早期の避難が最も重要であることから、市町は、最大

クラスの津波の襲来を予測した上で、住民が安全に避難できるよう、地域の実

情を踏まえて災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊

急避難場所（津波避難ビルを含む。）及び被災者が避難生活を送るための指定

避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要な数・規模の施

設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を

図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図

る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

 

第９節（略） 
 
第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

津波被害の軽減には、早期の避難が最も重要であることから、市町は、最大

クラスの津波の襲来を予測した上で、住民が安全に避難できるよう、地域の実

情、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策等を踏まえて災害の危険が切

迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所（津波避難ビルを含

む。）及び避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避難所並びに避難路

について、管理者の同意を得た上で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指

定し、平常時から、指定避難所の場所、収容人数等について、町内会、自主防

災組織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、災害時に指定避難所の開設

状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームページやアプリケーション

等の多様な手段の整備に努める。防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用

地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、

熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 

（２）指定避難所 

 ア 被災者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制を整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 
 

 キ 被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ク（略） 

 ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、被災者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（４）（略） 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 

（２）指定避難所 

 ア 避難者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、避難者等を受け入れ、又は生活関連物資を避難者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、医薬品、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション等避

難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要

な物資等の備蓄に努めること。備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、

子供にも配慮する。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の

活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレな

ど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した施設・設備や

相談等の支援を受けることができる体制を整備し、必要に応じ指定避難所の

電力容量の拡大に努めること。 

（略） 

 災害時におけるテントシート製品の調達等に関する協定 

 キ 避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ク（略） 

 ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、避難者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 津波避難ビルの指定等 

市町は、徒歩による避難を原則として、地域の実情を踏まえつつ、できるだ 

 け短時間で、津波到達時間が短い地域では概ね５分程度で避難が可能となるよ

う、民間ビルを含めた津波避難ビル等の指定等を進める。 

その際、管理協定の締結や指定などにより、いざという時に確実に避難できる

ような体制の構築に努める。 

 

 

 

 

４ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

５～７（略） 

８ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

被災者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とし、避難所運営マニュアルを作成

する。 

（新設） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 津波避難ビルの指定等 

市町は、徒歩による避難を原則として、地域の実情を踏まえつつ、できるだ 

 け短時間で、津波到達時間が短い地域では概ね５分程度で避難が可能となるよ

う、民間ビルを含めた津波避難ビル等の指定等を進める。 

なお、津波災害警戒区域内等において、民間ビルを含めた津波避難ビル等の 

建築物を指定緊急避難場所として確保する場合には、津波浸水想定に定める水 

深に係る水位に建築物等への衝突による津波の水位の上昇を考慮して必要と 

認められる値を加えて定める水位（基準水位）以上の場所に緊急避難場所が配 

置され安全な構造である建築物について、管理協定の締結や指定などにより、 

いざという時に確実に避難できるような体制の構築に努める。 

４ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の受け入れや関係団

体との連携により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所へ

の避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院を円滑に行う体制の確保に努める。 

５～７（略） 

８ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

避難者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とし、避難所運営マニュアルを作成

する。 

９ 情報連絡体制の整備 

  保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に

備えて、平常時から、管内の市町の防災担当部局との連携の下、ハザードマッ

プ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、市町の保健福祉担当部局、防災担当部局との連携の下、自宅療養

者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、

自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１１節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

津波発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高

齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適切な

防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になりやすい人々である要配慮

者が被害を受ける可能性が高い。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら、災害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導

し、安否確認等を行うための措置について定める。 

 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連

携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、自主防災組

織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者に関する情

報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、避難支援等に携わる関係者として市町地域防災計画に定めた消防

機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に

対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町の

条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、

多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 ウ（略） 

 

 

 

第１１節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

津波発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、難

病等の患者、高齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや

迅速かつ適切な防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になりやすい人

々である要配慮者が被害を受ける可能性が高い。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら、災害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難

計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うた

めの措置について定める。 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、

自主防災組織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者

に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、市町地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わ

る関係者に対し、避難行動要支援者本人の同意、または、当該市町の条例の

定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するととも

に、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るもの

とする。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 ウ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）避難行動要支援者の避難支援計画の策定 

市町は、防災関係部局と福祉関係部局、警察本部等との連携の下、消防団、

自主防災組織等、また、平常時から避難行動要支援者と接している社会福祉

協議会、地区民生委員協議会、介護サービス事業者、障害者団体等の福祉関

係機関と協力して、個人情報保護やプライバシーに配慮しつつ、避難行動要

支援者に関する情報の共有、避難支援プランの策定等に努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした避難支援プランの全体計画を早期に作成するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

（２）避難行動要支援者の個別避難計画の策定等 

ア 市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の

避難支援等に携わる関係者と連携して、避難行動要支援者名簿の情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした個別避難計画の全体計画を早期に作成するものとする。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザー

ドマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したも

のとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じ

た場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の

適切な管理に努める。 

イ 市町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等

により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

ウ 市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都道府県

警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等

に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同

意、または、当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別避難

計画を提供する。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達

体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

エ 市町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、

避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携

わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避

難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

（３）～（６）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（７）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

 

 

 

 

 

（８）二次避難支援体制の整備 

県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（９）（略） 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）防災組織体制の整備 

県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定

を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請する

ものとする。 

（２）～（３）（略） 

（７）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

   また、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、必

要に応じて、福祉避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示する

ほか、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計

画等により、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難す

ることができるよう努める。 

（８）二次避難支援体制の整備 

県は、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を派遣する体制を整

備し、関係団体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（９）（略） 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）防災組織体制の整備 

県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設、ホテル・旅館等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害

協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請

するものとする。 

（２）～（３）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

４（略） 

 
第１２節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、想定津波による浸水範囲を考慮したうえで、災害応急対策を

実施するための要員及び物資等の輸送に必要な緊急輸送道路を定め、整備に努

める。また、緊急輸送道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に

応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

 

２～５（略） 

 

第１３節～第１４節（略） 

 
第１５節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

津波発生時には、家屋の浸水や道路の損壊等により多数の負傷者が発生し、

更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、被災した住民に日常

生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健康を崩

したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽減を図

る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、津波発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 

 
 

４（略） 

 
第１２節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、想定津波による浸水範囲を考慮したうえで、災害応急対策を

実施するための要員及び物資等の輸送に必要な緊急輸送道路を定め、整備に努

める。また、緊急輸送道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に

応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化

の促進を図るものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１３節～第１４節（略） 

 
第１５節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

津波発生時には、家屋の浸水や道路の損壊等により多数の負傷者が発生し、

更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、精神科医療機能の低

下が予想される。このような混乱した状況のもとで、被災した住民は日常生活

上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健康を崩した

り、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽減を図る必

要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、津波発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 
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２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

（新設） 

 

 

ア 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえたこ

ころのケア活動マニュアルに基づき、支援関係者に対する研修を実施するほ

か、常に活動体制の点検を行う。 

イ 県は、県こころの健康センター、県立高松病院及び精神科医療機関等と連

携、協力し、派遣・受入体制の確立に努める。 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

津波により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、県は、精

神科医療機関と協力し体制整備に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえながら、精神保健医療班（こ

ころのケアチーム）の派遣・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡

体制の整備に努める。 

 
第１６節～第１７節（略） 

 
 
 
 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

ア 県は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する意思を持ち、ＤＰ

ＡＴの活動に必要な人員を有する病院を石川ＤＰＡＴ指定機関に指定し、支

援体制を確立しておく。 

イ 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等に基づき、支

援関係者に対する研修を実施するほか、常に活動体制の点検を行う。 

 

（削除） 

 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

（１）県は、次の機能を有する災害拠点精神科病院として石川県立こころの病院

を指定する。 

ア 医療保護入院、措置入院等の精神保健福祉法に基づく精神科医療を行うた 

めの診療機能 

イ 精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難所としての機能 

ウ ＤＰＡＴの派遣機能 

（２）県は、津波により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、

災害拠点精神科病院、精神科医療機関等と協力体制を確立しておく。 

（３）県は、発災直後から精神科医療ニーズに対応できるよう精神科医療機関が

機能停止した場合の入院患者の搬送方法、外来患者の医療継続の方法等につ

いて訓練等で検証しておく。 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえながら、石川ＤＰＡＴの派遣

・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡体制の整備に努める。 

 
 
第１６節～第１７節（略） 
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【津波災害に強い県土づくり】 

「津波災害に強い県土づくり」のために、公共施設や多くの人が集まる施設 

 などをはじめとした建物の安全化や河川管理施設などの公共構造物、ライフラ 

インなどの公共的施設の安全化及び急傾斜地崩壊対策事業などその他の県土

保全事業を計画的かつ総合的に推進する。 

また、県は、津波による危険の著しい区域については、人的災害を防止する 

ため、津波災害特別警戒区域や災害危険区域の指定について検討を行い、必要 

な措置を講ずるものとする。 

さらに、市町は、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（推進 

計画）を作成し、海岸保全施設等、海岸防災林や避難施設の配置、土地利用や 

警戒避難体制の整備等についての総合ビジョンを示すことに努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【津波災害に強い県土づくり】 

「津波災害に強い県土づくり」のために、公共施設や多くの人が集まる施設 

 などをはじめとした建物の安全化や河川管理施設などの公共構造物、ライフラ 

インなどの公共的施設の安全化及び急傾斜地崩壊対策事業などその他の県土

保全事業を計画的かつ総合的に推進する。 

県は、津波浸水想定を踏まえ、住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれ 

があると認められる区域を津波災害警戒区域に指定し、津波発生時の警戒避難 

体制の整備に努める。 

  また、県は、津波による危険の著しい区域については、人的災害を防止する 

ため、津波災害特別警戒区域や災害危険区域の指定について検討を行い、必要 

な措置を講ずるものとする。 

さらに、市町は、津波防災地域づくりを総合的に推進するための計画（推進 

計画）を作成し、海岸保全施設等、海岸防災林や避難施設の配置、土地利用や 

警戒避難体制の整備等についての総合ビジョンを示すことに努める。 

 市町村は津波災害警戒区域の指定のあったときは、市町村地域防災計画にお 

いて、当該区域ごとに、津波に関する情報、予報及び警報伝達に関する事項、 

指定緊急避難場所、指定避難所及び避難経路に関する事項、津波避難訓練に関 

する事項、地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利 

用する施設）又は要配慮者に関わる社会福祉施設、学校、医療施設の名称及び 

所在地等について定めるものとする。 

市町村は、市町村地域防災計画において、津波災害警戒区域内の要配慮者に 

関わる社会福祉施設、学校、医療施設については、当該施設の利用者の津波発 

生時の円滑かつ迅速な避難の確保が図られるよう津波に関する情報、予報及び

警報の伝達方法を定めるものとする。 

津波災害警戒区域をその区域に含む市町村の長は、市町村地域防災計画に基

づき津波に関する情報の伝達方法、指定緊急避難場所、指定避難所及び避難経

路、円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項について住民に周知するため、

これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じるものとす

る。 

市町村は、津波災害警戒区域内の避難促進施設に係る避難確保計画の作成又 

は避難訓練の実施に関し必要な助言又は勧告等を行い、施設所有者又は管理者 

による取組みの支援に努めるものとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１９節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、津波災害時における電力の供給を確保するため、電力施

設の耐震性・耐浪性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に

努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

７～１１（略） 

 

第２０章（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第１９節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、津波災害時における電力の供給を確保するため、電力施

設の耐震性・耐浪性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に

努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

 大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

 

 

 

７～１１（略） 

 

第２０章（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第３章 津波災害応急対策計画 
 

津波災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、

災害対策に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。その

ため、発災後の時間の経過に伴い変化する対応策を時系列に沿って、初動対

策期（発災から１日程度）、緊急対策期（１週間程度まで）、応急対策期（１

か月程度まで）の３期別に分類・整理する。 

特に、発災当初の７２時間は、救命・救急活動において極めて重要な時間

帯であることを踏まえ、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正

確な情報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのための必要

な活動に人的・物的資源を優先的に配分する。 

また、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十

分配慮する。 

 

（略） 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

 ア～ソ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

シ～ソ（略） 

 

 

 
 

第３章 津波災害応急対策計画 
 

津波災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、

災害対策に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。その

ため、発災後の時間の経過に伴い変化する対応策を時系列に沿って、初動対

策期（発災から１日程度）、緊急対策期（１週間程度まで）、応急対策期（１

か月程度まで）の３期別に分類・整理する。 

災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、特に、発災当

初の７２時間は、救命・救急活動において極めて重要な時間帯であることを

踏まえ、発災直後は被害規模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確

な情報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのための必要な

活動に人的・物的資源を優先的に配分する。 

また、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十

分配慮する。 

（略） 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

 ア～サ（略） 

 シ 大規模災害時における相互連携に関する協定 

（本章第19節｢ライフライン施設の応急対策｣参照） 

 

ス～タ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 タ～ナ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 ニ～ヘ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 
第２節～第４節（略） 

 
第５節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

（１）支援要請の要件 

県は、津波災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、次の各号の

いずれかに該当する場合は、市町長等の要請に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 
第６節～第８節（略） 

 
 
 
 
 

 チ 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

（本章第20節｢公共土木施設等の応急対策｣参照） 

 ツ～ヌ（略） 

 ネ 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（本章第25節｢輸送手段の確保｣参照） 

 ノ～ミ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 

第２節～第４節（略） 

 
第５節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

（１）支援要請の要件 

県は、津波災害時で、次の各号のいずれかに該当する場合は、市町長等の

要請に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 
第６節～第８節（略） 

 
 
 
 
 

協 定 者 協定締結日 ＴＥＬ ＦＡＸ

石 川 県 （公社）石川県バス協会 R4. 3. 2 076-225-7560 076-225-7510
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現       行 修   正   案 備 考 

第９節 避難誘導等 

１～６（略） 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。なお、市町のみでは困難なと

きは、県に応援を要請する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ～エ（略） 

 オ 避難所の運営 

第９節 避難誘導等 

１～６（略） 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。災害の規模にかんがみ、必要

な避難所を、可能な限り当初から開設するよう努める。なお、市町のみでは

困難なときは、県に応援を要請する。特定の指定避難所に避難者が集中し、

収容人数を超えることを防ぐため、ホームページやアプリケーション等の多

様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避難の円滑化に努め

る。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

県及び市町、被災地において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の

発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健福祉部局が連携して、感染対

策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が避難所に避

難する可能性を考慮し、あらかじめ、市町の保健福祉担当部局、防災担当部

局及び保健所との間で、情報共有の内容、情報の伝達方法などについて、検

討・調整を行い、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

 イ～エ（略） 

 オ 避難所の運営 
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現       行 修   正   案 備 考 

カ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

サ 旅館・ホテル等の活用 

市町は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

旅館、ホテル等への移動を避難者に促す。 

 サ～ス（略） 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ～ケ（略） 

 コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配

布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに

配慮した避難所の運営管理に努める。 

サ 女性や子ども等の安全の配慮 

   避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・

入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設す

る、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女

性や子ども等の安全に配慮するよう努めるものとする。また、警察、病院、

女性支援団体等との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努

める。 

 シ ホテル・旅館等の活用 

市町は、災害の規模、避難者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。 

 ス～セ（略） 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

８ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 被災地区の市町の避難所に被災者が入所できないときは、当該市町は、被

災者を被害のない市町若しくは被害の少ない市町又は隣接県への移送につ

いて県に要請する。 

 

 

 

イ（略） 

ウ 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに避難所を開設し、受

け入れ態勢を整備する。 

 

エ（略） 

（新設） 

 

 

オ その他必要な事項については、市町地域防災計画に定めておく。 

（２）県 

ア 被災地区の市町から被災者の移送の要請があった場合は、県は、近隣市町

等と協議の上、被災者の移送を決定する。 

イ 県は、移送先が決定したときは、直ちに移送先に対して避難所の開設を指

示又は要請し、被災者の受け入れ態勢の確保に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

ウ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

８ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市町の区域外への広域的な

避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合

において、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接協議し、他

の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との

協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告

した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議することができる。 

イ（略） 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 

オ 市町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難

の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け

入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

カ その他必要な事項については、市町地域防災計画に定めておく。 

（２）県 

ア 県は、被災地区の市町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を

行う。 

イ 県は、国に対し、必要に応じて、受入先の候補となる地方公共団体及び当

該地方公共団体における避難者の受入能力（施設数，施設概要等）等、広域

避難について助言を求める。なお、県は、市町から求めがあった場合には、

同様の助言を行う。 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき，関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求める。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 
第１０節 要配慮者の安全確 

１ 基本方針 

津波災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病

人、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者は、災害の認識や災害情報の受理、自

力避難などが困難な状況にある。 

  市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、避難者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求めることができる。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 
第１０節 要配慮者の安全確 

１ 基本方針 

津波災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病

人、難病等の患者、高齢者、妊婦、外国人等の要配慮者は、災害の認識や災害

情報の受理、自力避難などが困難な状況にある。 

  市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＰＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

 （ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や精神保健医療班（こころのケアチー 

ム）等の医療救護活動に当たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護

活動を実施するため、医療救護班等連絡会を設置する。 

 オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 

 

第１２節～第１５節（略） 

 

第１６節 災害警備及び交通規制 

１ 基本方針 

津波災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、警察及び海上保安部

は、県民及び滞在者の生命、身体及び財産を保護し、地震災害に関連する犯罪

の予防、鎮圧、被疑者の逮捕、陸上・海上交通の確保を行い、公共の安全と秩

序の維持を図る。 

２～３（略） 

 

第１７節～第１８節（略） 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＰＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

 （ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や石川ＤＰＡＴ等の医療救護活動に当

たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護活動を実施するため、医療

救護班等連絡会を設置する。 

 オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 

 

第１２節～第１５節（略） 

 

第１６節 災害警備及び交通規制 

１ 基本方針 

津波災害時に、警察及び海上保安部は、県民及び滞在者の生命、身体及び財

産を保護し、地震災害に関連する犯罪の予防、鎮圧、被疑者の逮捕、陸上・海

上交通の確保を行い、公共の安全と秩序の維持を図る。 

 

２～３（略） 

 

第１７節～第１８節（略） 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地

域防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

３～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努

める。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２１節～第２２節（略） 

 

 

 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地

域防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

   大規模災害時における相互連携に関する協定 

（６）～（８）（略） 

３～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努

める。 

（略） 

 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

 

第２１節～第２２節（略） 

 

 

協 定 者 協定締結日 ＴＥＬ ＦＡＸ

石 川 県 北陸電力株式会社 R4.2.28 076-233-8877 076-233-8755
北陸電力送配電株式会社 076-202-6983 076-233-8892
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現       行 修   正   案 備 考 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

 イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房

器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等の

ニーズや、男女のニーズの違いに配慮する。 

 

 ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

 イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、避難所における感染症拡大防止に

必要な物資をはじめ、夏季には冷房器具、冬季には暖房器具、燃料等も含め

るなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニ

ーズの違いに配慮する。 

 ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２４節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資復旧資材、救助物資等の緊急輸送を自動車等によ

り行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を

実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約又は車両の借

上げによって緊急輸送を実施する。この場合において、契約した自動車運送

業者は、一般客貨の輸送に優先して緊急輸送を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。隣接県の道路についてこの措置を必要

とする場合は、石川県防災会議が当該公安委員会に対して、道路区間及び期

間を明示して一般車両の交通の禁止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資復旧資材、救助物資等の緊急輸送を自動車等によ

り行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を

実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約又は車両の借

上げによって緊急輸送を実施する。この場合において、契約した自動車運送

業者は、一般客貨の輸送に優先して緊急輸送を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。隣接県の道路についてこの措置を必要

とする場合は、石川県防災会議が当該公安委員会に対して、道路区間及び期

間を明示して一般車両の交通の禁止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２６節 こころのケア活動 

 こころのケア活動のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、災害時精神保健医療活動（こ

ころのケア）が円滑に行われるよう調整を行うとともに、災害時精神科医療

体制（緊急入院先の確保など）の調整も行う。 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 

３ 精神保健医療班（こころのケアチーム）派遣体制 

県は、必要に応じて、県内精神科医療機関の協力の下、精神保健医療班（精

神科医、看護師、精神保健福祉士等）を編成し、被災地へ派遣する。 

第２６節 こころのケア活動 

 こころのケア活動のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、石川ＤＰＡＴの活動が円滑に

行われるよう調整を行う。 

 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 

３ 石川ＤＰＡＴ派遣体制 

県は、必要があると認めた場合、石川ＤＰＡＴ指定機関に対して石川ＤＰＡ

Ｔの出動を要請し、被災地へ派遣する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 精神保健医療班活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

精神保健医療班は、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療

救護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及

び仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握

に努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケ

ア活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

（新設） 

 

 オ～カ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 
第２８節～第３２節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 石川ＤＰＡＴ活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

石川ＤＰＡＴは、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療救

護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及び

仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握に

努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケア

活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

オ 県は、避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、必要 

に応じて、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を被災地へ派遣する。 

 カ～キ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 
第２８節～第３２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧

の実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた市町から要請があり、かつ当該市町

の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要

があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、当該市町に代わ

って工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に対する支援を行

う。 

 

３～５（略） 

 
第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、発災後速やかに、被災

者生活再建支援制度等の各種支援制度の周知に努める。 

 

 

第５節～第７節（略） 

 
 

第５章（略） 
 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧

の実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた場合、または、災害が発生し、県が

管理する道路と交通上密接である市町道が被災した場合、市町から要請があ

り、かつ当該市町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な

復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、

当該市町に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に

対する支援を行う。 

３～５（略） 

 
第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、見守り・相談の機会や

被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に

支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

 

第５節～第７節（略） 

 
 

第５章（略） 
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資料３－３ 

石川県地域防災計画（一般災害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

一般災害対策編 
 
 

（令和３年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

一般災害対策編 
                  
 

（令和４年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第１章  総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支

社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支

社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、楽天モバイル株式会社（金沢

支社）、福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、

ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、

株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミ

リーマート、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 エ～オ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）基本理念 

  この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復

を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮

し、相互に協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、

災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら災害へ

の備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 

 

 

 

第３節 防災計画、防災会議 

１～６（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本理念 

  この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合（以下「災害時」という。）の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減

災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮し、相互に

協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、災害時の

社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら災害へ

の備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 

 

 

第３節 防災計画、防災会議 

１～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る防災に寄与すべきものである。それぞれが防災に関して処理すべき事

務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る防災に寄与すべきものである。それぞれが防災に関して処理すべき事

務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第５節 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 社会的要因とその変化 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要が

ある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

   令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所にお

ける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進

する必要がある。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 社会的要因とその変化 

（１）～（２）（略） 

（３）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、災害時に要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮す

る必要がある。 

（４）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

   新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感

染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。 

（８）情報通信技術の発達 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピュ

ーティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する

必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準

化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る

必要がある。 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第２章 災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１ 基本方針 

災害対策は人的被害防止を最優先とし、県、市町及び防災関係機関は平素か

ら防災関係職員はもとより、初等教育段階から社会人教育に至るまで、住民一

人ひとりに対し、様々な機会をとらえ、防災知識の普及徹底を図り、もって防

災意識の高揚に資する。 

また、「自らの身の安全は自らが守る」、「自らの地域は皆で守る」という

自主防災意識を持った災害に強い県民の育成に努めるとともに、地域の災害リ

スクととるべき避難行動等についての住民の理解を促進するため、住民主体の

取組を支援・強化することにより、地域全体の防災意識の向上を図る。 

 

２～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、防災思想の高揚を図り、自主防災体制の確立

を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等あ

らゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図り、「自らの命は自らが守る」

という意識を持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を

住民に周知する。なお、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工

夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよう

努める。 

また、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切か

つ継続的に実施されるよう、水害･土砂災害・防災気象情報に関する専門家の

活用を図るほか、防災と福祉の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に

関する理解の促進を図る。 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～イ（略） 

ウ 県民及び事業所のとるべき措置 

 

 

 

 

 

第２章 災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１ 基本方針 

災害対策は人的被害防止を最優先とし、県、市町及び防災関係機関は平素か

ら防災関係職員はもとより、初等教育段階から社会人教育に至るまで、住民一

人ひとりに対し、様々な機会をとらえ、防災知識の普及徹底を図り、もって防

災意識の高揚に資する。 

また、「自らの身の安全は自らが守る」、「自らの地域は皆で守る」という

自主防災意識を持った災害に強い県民の育成に努めるとともに、地域の災害リ

スクととるべき避難行動、自分は災害に遭わないという思い込み（正常性バイ

アス）等についての住民の理解を促進するため、住民主体の取組を支援・強化

することにより、地域全体の防災意識の向上を図る。 

２～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、防災思想の高揚を図り、自主防災体制の確立

を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等あ

らゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図り、「自らの命は自らが守る」

という意識を持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性を

住民に周知する。なお、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工

夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよう

努める。 

また、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切か

つ継続的に実施されるよう、水害･土砂災害・防災気象情報に関する専門家（風

水害においては気象防災アドバイザー等）の活用を図るほか、防災と福祉の連

携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図る。 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～イ（略） 

ウ 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時に県民及

び事業所のとるべき行動 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

（新設） 

エ～オ（略） 

カ 地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動 

 

キ（略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

ク（略） 

５～６（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき行動 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）災害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

 

 

エ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性

の認識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸

することなく適切な行動をとること 

オ 災害発生後の性暴力等を防止する意識啓発 

カ～キ（略） 

ク 地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動、避難場所や避難所

での行動 

ケ（略） 

コ 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域

避難の考え方 

サ 家屋が被災した際に，片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など，生活の再建に資する行動 

シ（略） 

５～６（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき行動 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）災害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の

一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、

必要があると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

第３節（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

 

２～４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する

地区において、地区防災計画を定める場合は，地域全体での避難が円滑に行わ

れるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及

び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努める。また、訓練等によ

り，両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

さらに、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の一定の

地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、必要が

あると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

第３節（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボラ

ンティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時にお

ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活

動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等につ

いて整備を推進するとともに、そのための意見交換意見交換を行う情報共有

会議の整備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

２～４（略） 

 

 

 

 

 

 

 



 - 9 - 

現       行 修   正   案 備 考 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、災害時における消火、救助、避難、通信等の効果的方策を検討し、能

登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、具体的計画をたて、より実践的

な防災訓練を継続的に実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、災害時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験できる

よう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

 

２ 防災訓練計画 

  県、市町、防災関係機関及び事業所等は、災害予防の万全を期するため、単

独又は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間等の訓練環境などに

ついて具体的な設定を行うよう努める。この際、各機関の救援活動等の連携強

化に留意する。また、災害対応業務に習熟するための訓練に加え、課題を発見

するための訓練の実施にも努める。 

（１）（略） 

（２）実地訓練 

災害の発生を想定し、災害応急対策について、これを実地に行う。 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。 

 

 

 イ～エ（略） 

 

 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、災害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、災害時における消火、救助、避難、通信等の効果的方策を検討し、能

登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、大規模広域災害時に円滑な広域

避難が可能となるよう、具体的計画をたて、より実践的な防災訓練を継続的に

実施する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、災害時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験できる

よう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

２ 防災訓練計画 

  県、市町、防災関係機関及び事業所等は、災害予防の万全を期するため、単

独又は共同して、次に定めるところにより防災訓練を行う。 

なお、訓練を行うにあたっては、訓練の目的を具体的に設定したうえで、訓

練参加者、使用する器材及び冬季や夜間といった実施時間、地域の災害リスク

等の訓練環境などについて具体的な設定を行うよう努める。この際、各機関の

救援活動等の連携強化に留意する。また、災害対応業務に習熟するための訓練

に加え、課題を発見するための訓練の実施にも努める。 

（１）（略） 

（２）実地訓練 

災害の発生を想定し、災害応急対策について、これを実地に行う。 

ア 総合防災訓練 

県又は市町は、防災関係機関及び広域応援協定締結自治体と連携して、地

域防災計画の習熟、防災体制の確立、防災技術の向上及び住民の防災意識の

高揚等を図ることを目的に、防災関係機関の参加及び学校、自主防災組織、

地域住民等の地域に関係する多様な主体の協力を得て、水防、消防、避難、

救出・救助、通信、輸送、応急復旧、福祉避難所開設・運営、災害ボランテ

ィアセンター開設・運営等の各種の訓練を総合的に実施する。また、新型コ

ロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対

応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

 イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第６節 防災体制の整備  

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ 県は、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結 

するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努 

める。 

 

 

 

ウ～エ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。 

 

 

 

ウ（略） 

（８）～（１２）（略） 

 

 

 

第６節 防災体制の整備  

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ 県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となる

よう、大規模氾濫減災協議会など既存の枠組みを活用することにより国や他

の地方公共団体との協力体制の構築に努めるとともに、広域避難における居

住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）

の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、災害

時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

ウ～エ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策とし

て、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務

スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は，派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

ウ（略） 

（８）～（１２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１３）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は，男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につ

いて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画セン

ターが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時に

おける男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，

防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努め

る。 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難指示及び土砂災害についてはそれらの解除を行う際に、国又

は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を

取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を

整えておく。 

（３）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努める。その際、

近隣の地方公共団体に加えて、大規模な風水害等による同時被災を避ける観

点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 

 

 

 

 

 

（１３）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を

高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センター

が地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時におけ

る男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災

担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難指示等の解除を行う際に、国又は県に必要な助言を求めるこ

とができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連

絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく。 

 

（３）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、災害時の連絡

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努める。その際、

近隣の地方公共団体に加えて、大規模な風水害等による同時被災を避ける観

点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方

公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に

実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、発災時の具体的な避

難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 

 

 エ～オ（略） 

（６）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。 

 

 

 

ウ（略） 

（７）～（１４）（略） 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応に

ついて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画セ

ンターが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時

における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割につい

て、防災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努

める。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

 

 

 

第７節（略） 

 

 ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、広域

避難における居住者等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難

者」という。）の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結

するなど、災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努

める。 

 エ～オ（略） 

（６）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策と

して、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執

務スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

ウ（略） 

（７）～（１４）（略） 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合

を高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センタ

ーが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時にお

ける男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防

災担当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努める。 

 

第７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

４（略） 

 

第９節 水害予防 

１ 基本方針 

水害を予防するため、治山治水事業の促進、多目的ダムによる総合開発、河

川・海岸管理の強化及び水防体制の充実強化等に努める。 

また、豪雨又は高潮・高波に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、

沈下、崩れの発生、更には護岸、水門、樋門等の構造物の破損は、水害となっ

て後背地に被害を及ぼすこととなるので、石川県水防計画の定めに準じて所要

の警戒措置をとる。 

さらに、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させ

るためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とし

て、国土交通大臣及び知事が組織する大規模氾濫減災協議会等を活用し、国、

地方公共団体、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、利水ダム管

理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築する。 

２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

  また各機関が横断的に共有すべき防災情報をＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流

通ネットワーク）に集約できるよう努める。 

４（略） 

 

第９節 水害予防 

１ 基本方針 

水害を予防するため、治山治水事業の促進、多目的ダムによる総合開発、河

川・海岸管理の強化及び水防体制の充実強化等に努める。 

また、豪雨又は高潮・高波に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、

沈下、崩れの発生、更には護岸、水門、樋門等の構造物の破損は、水害となっ

て後背地に被害を及ぼすこととなるので、石川県水防計画の定めに準じて所要

の警戒措置をとる。 

さらに、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させ

るためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とし

て、国土交通大臣及び知事が組織する大規模氾濫減災協議会等を活用し、国、

地方公共団体、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、メディア関

係者、利水ダム管理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築する。 

２（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ ダムの操作 

ダム管理者は、洪水調節等について当該ダム等の操作規則又は操作細則の定

めるところにより、適正な操作を行う。 

なお、洪水による災害が発生し、又は発生するおそれがあると認められる場

合においては、災害の発生を防止し、又は災害を軽減するために緊急の必要が

あるとき、一級河川については国土交通大臣又は知事、二級河川については知

事が、それぞれダムの管理者に対して必要な措置をとることを指示する。 

 

 

 

 

４～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

（１）（略） 

（２）洪水予報河川、水位周知河川の洪水浸水想定区域の指定等 

国及び県は、水防法に基づき指定した洪水予報を実施する河川又は氾濫危

険水位（（水防法第13条で規定される特別警戒水位）以下「氾濫危険水位」

という。）を定めその水位に到達した旨の情報を提供する河川において、想

定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に浸水が想定される区

域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定さ

れる水深、浸水継続時間等を公表するとともに、関係市町の長へ通知し、必

要に応じ報道機関の協力を求めて、一般に周知するものとする。また、県は、

その他の河川についても、過去の浸水実績を活用する等、河川の状況に応じ

た方法を用いて、市町へ浸水想定の情報を提供するよう努める。 

市町長は、洪水予報河川、水位周知河川に指定されていない中小河川につ

いて、河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績

等を把握したときは、これを水害リスク情報として住民、滞在者その他の者

へ周知するものとする。 

水防管理者（市町長、水防事務組合長）は、洪水浸水想定区域内にある輪

中堤防等盛土構造物が浸水の拡大を抑制する効用があると認めたときには、

河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、浸水被害軽減地区に指

定することができる。 

（３）～（５）（略） 

９（略） 

 

３ ダムの操作、事前放流の取組推進 

ダム管理者は、洪水調節等について当該ダム等の操作規則又は操作細則の定

めるところにより、適正な操作を行う。 

なお、洪水による災害時においては、災害の発生を防止し、又は災害を軽減

するために緊急の必要があるとき、一級河川については国土交通大臣又は知

事、二級河川については知事が、それぞれダムの管理者に対して必要な措置を

とることを指示する。 

河川管理者は，水害の激甚化，治水対策の緊要性，ダム整備の地理的な制約

等を勘案し，緊急時に既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するた

め，「石川県二級水系ダム洪水調節機能協議会」等を組織し，利水ダム等の事

前放流の取組を推進するものとする。 

４～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

（１）（略） 

（２）洪水予報河川、水位周知河川の洪水浸水想定区域の指定等 

国及び県は、水防法に基づき指定した洪水予報を実施する河川又は氾濫危

険水位（（水防法第13条で規定される特別警戒水位）以下「氾濫危険水位」

という。）を定めその水位に到達した旨の情報を提供する河川において、想

定し得る最大規模の降雨により河川が氾濫した場合に浸水が想定される区

域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸水した場合に想定さ

れる水深、浸水範囲等を公表するとともに、関係市町の長へ通知し、必要に

応じ報道機関の協力を求めて、一般に周知するものとする。また、県は、そ

の他の河川についても、過去の浸水実績を活用する等、河川の状況に応じた

方法を用いて、市町へ浸水想定の情報を提供するよう努める。 

市町長は、洪水浸水想定区域が指定されていない中小河川について、河川

管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、過去の浸水実績等を把握し

たときは、これを水害リスク情報として住民、滞在者その他の者へ周知する

ものとする。 

水防管理者（市町長、水防事務組合長）は、洪水浸水想定区域内にある輪

中堤防等盛土構造物が浸水の拡大を抑制する効用があると認めたときには、

河川管理者から必要な情報提供、助言等を受けつつ、浸水被害軽減地区に指

定することができる。 

（３）～（５）（略） 

９（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

１０ 自衛水防組織の育成、防災訓練の実施 

（１）（略） 

（２）防災訓練の実施 

 ア（略） 

 イ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市町地域防災計画に名称及

び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、水害や土砂

災害が発生するおそれがある場合における避難確保に関する計画に基づき、

避難誘導等の訓練を実施する。 

また、地方公共団体は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難

訓練の実施状況等について、定期的に確認するように努める。 

 

 

 ウ（略） 

第１０節～第１１節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 自衛水防組織の育成、防災訓練の実施 

（１）（略） 

（２）防災訓練の実施 

 ア（略） 

 イ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市町地域防災計画に名称及

び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、水害や土砂

災害が発生するおそれがある場合における避難確保に関する計画に基づき、

避難誘導等の訓練を実施する。 

また、地方公共団体は、要配慮者利用施設の避難確保に関する計画や避難

訓練の実施状況等について、定期的に確認するように努める。なお、市町は、

当該施設の所有者又は管理者に対して、必要に応じて、円滑かつ迅速な避難

の確保を図るために必要な助言等を行う。 

 ウ（略） 

第１０節～第１１節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１２節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、建物倒壊及び出火、延焼等の災害に備えて、災害の危険が切迫した

緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を

送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要

な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を通じて住

民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地

の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

 

 

 

 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、建物倒壊及び出火、延焼等の災害、新型コロナウイルス感染症を含

む感染症対策等を踏まえ、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保さ

れる指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避

難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要な数・規模の施設

等をあらかじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所，収容人数等について、

町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、災害時に指

定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホームページやア

プリケーション等の多様な手段の整備に努める。防災に関する諸活動の推進に

当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。特に、夏季には熱中症の危険性が高まるため、

熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（１）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）指定避難所 

 ア 被災者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

カ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

キ 被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

ク（略） 

ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、被災者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（５）（略） 

 

 

（２）指定避難所 

 ア 避難者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、避難者等を受け入れ、又は生活関連物資を避難者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～オ（略） 

カ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、医薬品、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション等避

難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要

な物資等の備蓄に努めること。備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、

子供にも配慮する。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の

活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式トイレな

ど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した施設・設備や

相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ指定避難所の

電力容量の拡大に努めること。 

（略） 

 災害時におけるテントシート製品の調達等に関する協定 

 

キ 避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

ク（略） 

ケ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、避難者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

コ～ス（略） 

（３）～（５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

４～６（略） 

７ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

被災者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とした、避難所運営マニュアルを作

成する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第１３節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

災害発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高

齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適切な

防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になり易い人々である要配慮者

が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら災害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 

 

 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の受け入れや関係団

体との連携により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所へ

の避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院を円滑に行う体制の確保に努める。 

４～６（略） 

７ 避難所運営マニュアルの作成 

市町は、避難所における円滑な救護活動や要配慮者及び自宅に留まっている

避難者への適切な対応を図るため、「石川県避難所運営マニュアル策定指針」

等を活用し、自助、共助による運営を基本とした、避難所運営マニュアルを作

成する。 

８ 情報連絡体制の整備 

  保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に

備えて、平常時から、管内の市町の防災担当部局との連携の下、ハザードマッ

プ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、市町の保健福祉担当部局、防災担当部局との連携の下、自宅療養

者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、

自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 

 

第１３節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

災害発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、難

病等の患者、高齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや

迅速かつ適切な防災行動をとることが困難であり、災害の犠牲になり易い人々

である要配慮者が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら災害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導

し、安否確認等を行うための措置について定める。 

 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連

携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、自主防災組

織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者に関する情

報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、避難支援等に携わる関係者として市町地域防災計画に定めた消防

機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に

対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町の

条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、

多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。  

ウ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難

計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うた

めの措置について定める。 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、

自主防災組織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者

に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わ

る関係者に対し、避難行動要支援者本人の同意、または、当該市町の条例の

定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するととも

に、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るもの

とする。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。  

ウ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）避難行動要支援者の避難支援計画の策定等 

 市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の

避難支援等に携わる関係者と連携して、避難行動要支援者名簿の情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努める。特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者

情報の収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組

み方針を明らかにした避難支援プランの全体計画を早期に作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（５）（略） 

 

 

 

 

 

 

（２）避難行動要支援者の個別避難計画の策定等 

ア 市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の

避難支援等に携わる関係者と連携して、避難行動要支援者名簿の情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努める。特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者

情報の収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組

み方針を明らかにした個別避難計画の全体計画を早期に作成する。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザー

ドマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したも

のとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じ

た場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の

適切な管理に努める。 

イ 市町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等

により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

ウ 市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都道府県

警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等

に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同

意、または、当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別避難

計画を提供する。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達

体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

エ 市町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、

避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携

わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避

難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

（３）～（５）（略） 

 

 

 

 

 

 



 - 21 - 

現       行 修   正   案 備 考 

（６）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

 

 

 

 

 

（７）二次避難支援体制の整備 

県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）防災組織体制の整備 

県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定

を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請する

ものとする。 

（２）～（３）（略） 

４（略） 

（６）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア～ウ（略） 

   また、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、必

要に応じて、福祉避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示する

ほか、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計

画等により、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難す

ることができるよう努める。 

（７）二次避難支援体制の整備 

県は、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を派遣する体制を整

備し、関係団体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）防災組織体制の整備 

県は、社会福祉施設等の管理者が、市町の地域防災計画等に基づく具体的

な防災計画を定めることを支援するため、その指針を示すものとする。 

社会福祉施設等の管理者は、県が示す指針を活用するなどし、施設の実情

に応じた「具体的な防災計画」を定め、施設職員の任務分担、動員計画、緊

急連絡体制を明確化しておく。 

また、社会福祉施設の管理者は、平常時から関係機関、地域住民及び自主

防災組織等との連携を密にし、利用者の実態に応じた協力が得られるような

体制づくりに努める。 

市町は、小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生

時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設と市町間、施設間の連絡

・連携体制の構築に努めるものとする。 

県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設、ホテル・旅館等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害

協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請

するものとする。 

（２）～（３）（略） 

４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１４節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１５節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）県 

 ア～エ（略） 

 オ 県は、災害が発生した場合、直ちに医療救護活動が円滑に実施できるよう、

「県災害時医療救護対応マニュアル」を整備するとともに、常に医療救護体

制の点検を行っておく。 

 カ～サ（略） 

（２）市町 

 ア～オ（略） 

 カ 市町は、災害が発生した場合、直ちに医療救護活動が円滑に開始できるよ

う応急救護設備等の整備に努めるとともに、常に点検を行っておく。 

 キ～ク（略） 

（３）～（７）（略） 

３～５（略） 

 

第１４節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１５節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）県 

 ア～エ（略） 

 オ 県は、災害時、直ちに医療救護活動が円滑に実施できるよう、「県災害時

医療救護対応マニュアル」を整備するとともに、常に医療救護体制の点検を

行っておく。 

 カ～サ（略） 

（２）市町 

 ア～オ（略） 

 カ 市町は、災害時、直ちに医療救護活動が円滑に開始できるよう応急救護設

備等の整備に努めるとともに、常に点検を行っておく。 

 キ～ク（略） 

（３）～（７）（略） 

３～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１６節（略） 

 

第１７節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

災害発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が発

生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、被災した住民

に日常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健

康を崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽

減を図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、災害発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 

 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

（新設） 

 

 

ア 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえたこ

ころのケア活動マニュアルに基づき、支援関係者に対する研修を実施するほ

か、常に活動体制の点検を行う。 

イ 県は、県こころの健康センター、県立高松病院及び精神科医療機関等と連

携、協力し、派遣・受入体制の確立に努める。 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６節（略） 

 

第１７節 こころのケア体制の整備 

１ 基本方針 

災害発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が発

生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、精神科医療機

能の低下が予想される。このような混乱した状況のもとで、被災した住民は日

常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健康を

崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽減を

図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、災害発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

ア 県は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する意思を持ち、ＤＰ

ＡＴの活動に必要な人員を有する病院を石川ＤＰＡＴ指定機関に指定し、支

援体制を確立しておく。 

イ 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等に基づき、支

援関係者に対する研修を実施するほか、常に活動体制の点検を行う。 

 

（削除） 

 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

災害により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、県は、精

神科医療機関と協力し体制整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえながら、精神保健医療班（こ

ころのケアチーム）の派遣・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡

体制の整備に努める。 

 

第１８節～第２３節（略） 

 

第２４節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、災害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

（１）県は、次の機能を有する災害拠点精神科病院として石川県立こころの病院

を指定する。 

ア 医療保護入院、措置入院等の精神保健福祉法に基づく精神科医療を行うた 

めの診療機能 

イ 精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難所としての機能 

ウ ＤＰＡＴの派遣機能 

（２）県は、災害により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、

災害拠点精神科病院、精神科医療機関等と協力体制を確立しておく。 

（３）県は、発災直後から精神科医療ニーズに対応できるよう精神科医療機関が

機能停止した場合の入院患者の搬送方法、外来患者の医療継続の方法等につ

いて訓練等で検証しておく。 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえながら、石川ＤＰＡＴの派遣

・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡体制の整備に努める。 

 

 

第１８節～第２３節（略） 

 

第２４節 公共施設災害予防 

１～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、災害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

  大規模災害時における相互連携に関する協定 
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現       行 修   正   案 備 考 

７ 通信施設の整備対策 

（１）電信電話 

電気通信事業者は、電気通信設備の維持のため、常に必要な要員及び資材

の確保、点検整備を行う。 

ア 社員の動員体制 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、業務の運営及び

応急復旧に必要な動員を円滑に行うため、下記事項について定めておく。 

 （ア）～（ウ）（略） 

 イ～エ（略） 

（２）～（５）（略） 

８～９（略） 

 

第２５節～第２７節（略） 

 
 

第３章 災害応急対策計画 
 

災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、災害対策

に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。 

また、発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情

報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのために必要な活動に人

的・物的資源を優先的に配分する。 

なお、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配

慮する。 

 

 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の

応援協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～サ（略） 

 

７ 通信施設の整備対策 

（１）電信電話 

電気通信事業者は、電気通信設備の維持のため、常に必要な要員及び資材

の確保、点検整備を行う。 

ア 社員の動員体制 

災害時において、業務の運営及び応急復旧に必要な動員を円滑に行うた

め、下記事項について定めておく。 

 （ア）～（ウ）（略） 

 イ～エ（略） 

（２）～（５）（略） 

８～９（略） 

 

第２５節～第２７節（略） 

 

 

第３章 災害応急対策計画 
 

災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、災害対策

に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。 

また、災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は

被害規模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確な情報収集に努め、収集

した情報に基づき、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先

的に配分する。 

なお、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配

慮する。 

 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の

応援協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～サ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

 

シ～ソ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

タ～ナ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

ニ～ヘ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 

第２節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シ 大規模災害時における相互連携に関する協定 

（本章第 21 節｢ライフライン施設の応急対策｣参照） 

 

 

 

 

ス～タ（略） 

チ 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

（本章第 22 節｢公共土木施設等の応急対策｣参照） 

 

 

 

 

ツ～ヌ（略） 

ネ 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（本章第 27 節｢輸送手段の確保｣参照） 

 

 

 

 

ノ～ミ（略） 

（７）～（８）（略） 

１０～１１（略） 

 

第２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 気象業務法に定める予報・注意報・警報等の細分区域及び種類並びに発

表基準 

１～２（略） 

３ 種類及び発表基準 

（１）（略） 

（２）特別警報・警報・注意報 

大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには

「注意報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大

な災害が起こるおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険

度と雨量、風速、潮位等の予想値を時間帯ごとに明示して、石川県内の市町

ごとに発表される。また、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫、

竜巻等による激しい突風、落雷等については、実際に危険度が高まっ 

ている場所が「危険度分布」等で発表される。 

なお、大雨や洪水等の警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放

送等では、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり

市町をまとめた地域の名称を用いる場合がある。 

 

 ア（略） 

 

 

第３節 気象業務法に定める予報・注意報・警報等の細分区域及び種類並びに発

表基準 

１～２（略） 

３ 種類及び発表基準 

（１）（略） 

（２）特別警報・警報・注意報 

大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには

「注意報」が、重大な災害が起こるおそれのあるときには「警報」が、重大

な災害が起こるおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危険

度と雨量、風速、潮位等の予想値を時間帯ごとに明示して、石川県内の市町

ごとに発表される。また、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫、

竜巻等による激しい突風、落雷等については、実際に危険度が高まっ 

ている場所が「キキクル（危険度分布）」や「雷ナウキャスト」、「竜巻発

生確度ナウキャスト」等で発表される。 

なお、大雨や洪水等の警報等が発表された場合のテレビやラジオによる放

送等では、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり

市町をまとめた地域の名称を用いる場合がある。 

 ア（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 イ 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 警報等の基準 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

 ウ 警報等の基準 

（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

石川県警報等の発表基準一覧 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石川県警報等の発表基準一覧 

 

（略） 
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 - 31 - 

現       行 修   正   案 備 考 
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現       行 修   正   案 備 考 

（略） 

 

 

（３）（略） 

（４）記録的短時間大雨情報 

県内で大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短

時間の大雨を観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダーと地

上の雨量計を組み合わせた分析）したときに府県気象情報の一種として発表

される。この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の

増水・氾濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況で

あり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所については、警報の「危

険度分布」で確認する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

（３）（略） 

（４）記録的短時間大雨情報 

県内で大雨警報発表中に二次細分区域において、キキクルの「非常に危険」

（うすい紫）が出現し、かつ数年に一度程度しか発生しないような猛烈な雨

（１時間降水量）が観測（地上の雨量計による観測）又は解析（気象レーダ

ーと地上の雨量計を組み合わせた分析）されたときに気象庁から発表され

る。この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水

・氾濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であ

り、実際に災害発生の危険度が高まっている場所をキキクルで確認する必要

がある。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して

注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等

の激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、天気予報の対象

地域と同じ発表単位（加賀・能登）で発表される。なお、実際に危険度が高

まっている場所については、「竜巻発生確度ナウキャスト」で確認すること

ができる。また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地

域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に

高まっている旨を付加した情報が天気予報の対象地域と同じ発表単位（加賀

・能登）で発表される。この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

（６）（略） 

（７）早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の可能性が[高]、[中]の２段階で発表される。当日か

ら翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報と同じ区域（加賀・能登）で、

２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報と同じ区域（石川県）

で発表される。大雨に関して、明日までの期間に［高］又は［中］が予想さ

れている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル

１である。 

４～５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して

注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等

の激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、天気予報の対象

地域と同じ発表単位（加賀・能登）で発表される。なお、実際に危険度が高

まっている場所は、「竜巻発生確度ナウキャスト」で確認することができる。

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まって

いる旨を付加した情報が天気予報の対象地域と同じ発表単位（加賀・能登）

で発表される。この情報の有効期間は、発表から概ね１時間である。 

（６）（略） 

（７）早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の可能性が[高]、[中]の２段階で発表される。当日か

ら翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報と同じ区域（加賀・能登）で、

２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報と同じ区域（石川県）

で発表される。大雨に関して、［高］又は［中］が予想されている場合は、

災害への心構えを高める必要があることを示す警戒レベル１である。 

４～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 水防法及び気象業務法に定める指定河川洪水予報 

（略） 

（１）洪水予報の発表基準 

河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考と

なるように、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流量

を示して発表される警報及び注意報である。手取川・梯川については、金沢

河川国道事務所と金沢地方気象台が共同で下表の標題により発表する。警戒

レベル２～５に相当する。 

 

 

 

（２）～（４）（略） 

７（略） 

 

 

 

 

 

 

６ 水防法及び気象業務法に定める指定河川洪水予報 

（略） 

（１）洪水予報の発表基準 

河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考と

なるように、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流量

を示して発表される警報及び注意報である。手取川・梯川については、金沢

河川国道事務所と金沢地方気象台が共同で下表の標題により発表する。警戒

レベル２～５に相当する。 

 

（２）～（４）（略） 

７（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

８ 噴火警報等 

（１）噴火警報・予報 

 ア～イ（略） 

 ウ 噴火警報・予報の名称、発表基準、噴火警戒レベル等 

   白山の噴火警戒レベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 噴火警報等 

（１）噴火警報・予報 

 ア～イ（略） 

 ウ 噴火警報・予報の名称、発表基準、噴火警戒レベル等 

   白山の噴火警戒レベル 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）噴火速報 

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴

火したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取ってもらうために、火

山活動を24時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。 

なお、以下のような場合には発表しない。 

・普段から噴火している火山において、普段と同じ規模の噴火が発生した場合 

・噴火の規模が小さく、噴火が発生した事実をすぐに確認できない場合 

 

 

 

 

（３）～（６）（略） 

 

９ 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、市町長の避難指示や住民の自主避難の判断

を支援するため、対象となる市町を特定して警戒を呼びかける情報で、石川県

と金沢地方気象台から共同で発表される。市町内で危険度が高まっている詳細

な領域は大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）

で、実際に確認することができる。避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

（１）～（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）噴火速報 

噴火の発生事実を迅速に発表する情報。登山者や周辺の住民に、火山が噴

火したことを端的にいち早く伝え、身を守る行動を取ってもらうために、火

山活動を24時間体制で観測・監視している火山を対象に発表する。 

 噴火速報は以下のような場合に発表する。 

・噴火警報が発表されていない常時観測火山において、噴火が発生した場合 

・噴火警報が発表されている常時観測火山において、噴火警戒レベルの引上げ

や警戒が必要な範囲の拡大を検討する規模の噴火が発生した場合（※） 

・このほか、社会的に影響が大きく、噴火の発生を速やかに伝える必要がある

と判断した場合 

※噴火の規模が確認できない場合は発表する。 

（３）～（６）（略） 

 

９ 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、市町長の避難指示や住民の自主避難の判断

を支援するため、対象となる市町を特定して警戒を呼びかける情報で、石川県

と金沢地方気象台から共同で発表される。市町内で危険度が高まっている詳細

な領域は土砂キキクル（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）で確認すること

ができる。危険な場所からの避難が必要とされる警戒レベル４に相当。 

（１）～（３）（略） 
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（４）補足情報の提供 

金沢地方気象台及び県は共同して、避難指示等の発令対象地域を特定する

ための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努め、土

砂災害の危険度が高まっている市町名の共同発表に加え、県が地区名の情報

を追加して提供する。なお、市町は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制

として、土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令する

ことを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するとともに、土砂

災害警戒区域等を避難指示等の発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒

情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報等を用い、事前に定めた発令単位

と危険度の高まっている領域が重複する区域等に避難指示等を適切な範囲

に絞り込んで発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定し、必要

に応じて見直すよう努める。県は、市町に対し、これらの基準及び範囲の設

定及び見直しのほか、警戒避難体制の整備・強化について、国とともに、必

要な助言等を行う。 

（５）（略） 

１０～１１（略） 

 

第４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）補足情報の提供 

金沢地方気象台及び県は共同して、避難指示等の発令対象区域を特定する

ための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努め、土

砂災害の危険度が高まっている市町名の共同発表に加え、県が地区名の情報

を追加して提供する。なお、市町は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制

として、土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令する

ことを基本とした具体的な避難指示等の発令基準を設定するとともに、土砂

災害警戒区域等を避難指示等の発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒

情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報等を用い、事前に定めた発令単位

と危険度の高まっている領域が重複する区域等に避難指示等を適切な範囲

に絞り込んで発令できるよう、発令対象地区をあらかじめ具体的に設定し、

必要に応じて見直すよう努める。県は、市町に対し、これらの基準及び対象

地区の設定及び見直しのほか、警戒避難体制の整備・強化について、国とと

もに、必要な助言等を行う。 

（５）（略） 

１０～１１（略） 

 

第４節（略） 
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第５節 災害予警報別の伝達 

１～３（略） 

４ 洪水予報の伝達 

  洪水予報の伝達体制は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 災害予警報別の伝達 

１～３（略） 

４ 洪水予報の伝達 

  洪水予報の伝達体制は次のとおりとする。 
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５～１１（略） 

 

第６節～第１１節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５～１１（略） 

 

第６節～第１１節（略） 
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第１２節 避難誘導 

１～７（略） 

８ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

 ア 避難所の開設が必要となった場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マ

ニュアルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を

開設する。災害が発生していない場合であっても、住民が自主的に避難しよ

うとする場合にあっては、速やかに避難所を開設するよう努める。なお、市

町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討する。 

被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ～エ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１２節 避難誘導 

１～７（略） 

８ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

 ア 避難所の開設が必要となった場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マ

ニュアルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を

開設する。災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開

設するよう努める。災害が発生していない場合であっても、住民が自主的に

避難しようとする場合にあっては、速やかに避難所を開設するよう努める。

なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。特定の指定避難所

に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホームページやアプ

リケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、避

難の円滑化に努める。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討する。 

県及び市町は、被災地において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健福祉部局が連携して、感染

対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が避難所に

避難する可能性を考慮し、あらかじめ、市町の保健福祉担当部局、防災担当

部局及び保健所との間で、情報共有の内容、情報の伝達方法などについて、

検討・調整を行い、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

 イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 オ 避難所の運営 

カ～ケ（略） 

 コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 オ 避難所の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

カ～ケ（略） 

 コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配

布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに

配慮した避難所の運営管理に努める。 

 サ 女性や子ども等の安全の配慮 

   避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・

入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設す

る、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女

性や子ども等の安全に配慮するよう努めるものとする。また、警察、病院、

女性支援団体等との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努

める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

 サ 旅館・ホテル等の活用 

市町は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

旅館、ホテル等への移動を避難者に促す。 

 シ～ス（略） 

（２）（略） 

９ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 被災地区の市町の避難所に被災者が入所できないときは、当該市町は、被

災者を被害のない地区若しくは被害の少ない市町又は隣接県への移送につ

いて県に要請する。 

 

 

 

イ（略） 

ウ 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに避難所を開設し、受

け入れ態勢を整備する。 

 

エ（略） 

（新設） 

 

 

オ（略） 

（２）県 

ア 被災地区の市町から被災者の移送の要請があった場合は、県は、近隣市町

等と協議の上、被災者の移送を決定する。 

イ 県は、移送先が決定したときは、直ちに移送先に対して避難所の開設を指

示又は要請し、被災者の受け入れ態勢の確保に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

ウ（略） 

 

 

 シ ホテル・旅館等の活用 

市町は、災害の規模、避難者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。 

 ス～セ（略） 

（２）（略） 

９ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市町の区域外への広域的な

避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合

において、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接協議し、他

の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との

協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告

した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議することができる。 

イ（略） 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 

オ 市町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難

の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け

入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

カ（略） 

（２）県 

ア 県は、被災地区の市町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を

行う。 

イ 県は、国に対し、必要に応じて、受入先の候補となる地方公共団体及び当

該地方公共団体における避難者の受入能力（施設数，施設概要等）等、広域

避難について助言を求める。なお、県は、市町から求めがあった場合には、

同様の助言を行う。 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき，関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）広域一時滞在 

 ア 被災市町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求める。 

 イ～エ（略） 

（４）（略） 

１０～１１（略） 

 

第１３節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、

高齢者、妊婦、外国人などの要配慮者は、災害の認識や災害情報の受理、自力

避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 

第１４節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や精神保健医療班（こころのケアチー

ム）等の医療救護活動に当たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護

活動を実施するため、医療救護班等連絡会を設置する。 

 オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 

 

（３）広域一時滞在 

 ア 被災市町は、災害の規模、避難者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求めることができる。 

 イ～エ（略） 

（４）（略） 

１０～１１（略） 

 

第１３節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、

難病等の患者、高齢者、妊婦、外国人などの要配慮者は、災害の認識や災害情

報の受理、自力避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 

第１４節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

 エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や石川ＤＰＡＴ等の医療救護活動に当

たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護活動を実施するため、医療

救護班等連絡会を設置する。 

 オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１５節～第２０節（略） 

 

第２１節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５節～第２０節（略） 

 

第２１節 ライフライン施設の応急対策 

１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

   大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２２節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努

める。 

（ア）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２３節～第２４節（略） 

 

第２５節 生活必需品の供給  

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１） 

 ア（略） 

イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房

器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等の

ニーズや、男女のニーズの違いに配慮する。 

 

ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２６節（略） 

 

 

 

 

第２２節 公共土木施設等の応急対策 

１～８（略） 

９ 公共建築物等 

県及び市町は、避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共

建築物等や、災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉

施設等の公共建築物等について、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努

める。 

（ア）（略） 

（イ）災害時における電気自動車の支援に関する協定 

 

 

 

 

 

第２３節～第２４節（略） 

 

第２５節 生活必需品の供給  

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１） 

 ア（略） 

イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、避難所における感染症拡大防止に

必要な物資をはじめ、夏季には冷房器具、冬季には暖房器具、燃料等も含め

るなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニ

ーズの違いに配慮する。 

ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

第２６節（略） 

 

 

 

 

協 定 者 協定締結日 ＴＥＬ ＦＡＸ

石 川 県 米沢電気工事株式会社 R3.12.6 076-291-5200 076-291-0305
日産自動車株式会社 050-3545-6012 076-221-7731
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現       行 修   正   案 備 考 

第２７節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資、復旧資材、救助物資等の輸送を自動車等により

行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を実

施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約により、又は

車両の借上げによって緊急輸送を実施する。 

この場合において、契約した自動車運送業者は、一般客貨の輸送に優先し

て緊急輸送業務を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。 

隣接県の道路について、この措置を必要とする場合は、石川県防災会議が

当該公安委員会に対して、道路区間及び期間を明示して一般車両の交通の禁

止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２８節 こころのケア活動 

１（略） 

 

 

 

 

第２７節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

災害対策要員や救助物資、復旧資材、救助物資等の輸送を自動車等により

行う場合は、それぞれ災害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を実

施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約により、又は

車両の借上げによって緊急輸送を実施する。 

この場合において、契約した自動車運送業者は、一般客貨の輸送に優先し

て緊急輸送業務を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。 

隣接県の道路について、この措置を必要とする場合は、石川県防災会議が

当該公安委員会に対して、道路区間及び期間を明示して一般車両の交通の禁

止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２８節 こころのケア活動 

１（略） 

 

 

 

協 定 者 協定締結日 ＴＥＬ ＦＡＸ

石 川 県 （公社）石川県バス協会 R4. 3. 2 076-225-7560 076-225-7510
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、災害時精神保健医療活動（こ 

ころのケア）が円滑に行われるよう調整を行うとともに、災害時精神科医療 

体制（緊急入院先の確保など）の調整も行う。 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 

３ 精神保健医療班（こころのケアチーム）派遣体制 

県は、必要に応じて、県内精神科医療機関の協力の下、精神保健医療班（精

神科医、看護師、精神保健福祉士等）を編成し、被災地へ派遣する。 

４ 精神保健医療班活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

精神保健医療班は、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療

救護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及

び仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握

に努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケ

ア活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

 

第２９節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

（新設） 

 

 

（３）（略） 

３～７（略） 

第３０節～第３６節（略） 

 

２ 実施体制 

（１）県 

①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、石川ＤＰＡＴの活動が円滑に 

行われるよう調整を行う。 

 

③精神保健医療対策を要する被災地住民等が多数に及ぶ場合には、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえなが

ら、国及び都道府県等の協力を得て実施する。 

（２）（略） 

３ 石川ＤＰＡＴ派遣体制 

県は、必要があると認めた場合は、石川ＤＰＡＴ指定機関に対して石川ＤＰ

ＡＴの出動を要請し、被災地へ派遣する。 

４ 石川ＤＰＡＴ活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

石川ＤＰＡＴは、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療救

護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及び

仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握に

努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケア

活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

 

第２９節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

 オ 県は、避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、必要

に応じて、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を被災地へ派遣する。 

 カ～キ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

第３０節～第３６節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行

機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧の

実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた市町から要請があり、かつ当該市町

の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要

があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、当該市町に代わ

って工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に対する支援を行

う。 

 

３～５（略） 

 

第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、発災後速やかに、被災

者生活再建支援制度等の各種支援制度の周知に努める。 

 

 

第５節～第７節（略） 

 

 

第５章（略） 
 

 

 

 

 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行

機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧の

実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は､特定大規模災害等を受けた場合、または、災害が発生し、県が

管理する道路と交通上密接である市町道が被災した場合、市町から要請があ

り、かつ当該市町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な

復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、

当該市町に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に

対する支援を行う。 

３～５（略） 

 

第２節～第３節（略） 

 

第４節 被災者への支援 

１～１０（略） 

１１ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、見守り・相談の機会や

被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に

支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

 

第５節～第７節（略） 

 

 

第５章（略） 
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資料３－４ 

石川県地域防災計画（雪害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

雪害対策編 
 
 

（令和３年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

雪害対策編 
                  
 

（令和４年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金沢支店）、

西日本電信電話株式会社（金沢支店）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸総支社）、

エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石川

県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、日本通運株式会社（金沢支店）、

中日本高速道路株式会社（金沢支社）、日本郵便株式会社（北陸支社）、北

陸電力株式会社（石川支店）及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、ソ

フトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、 

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

  この計画において掲げる防災関係機関等の用語は、次に示すところによる。 

 ア～イ（略） 

 ウ 指定公共機関 

   災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金沢支店）、

西日本電信電話株式会社（金沢支店）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸総支社）、

エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石川

県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、日本通運株式会社（金沢支店）、

中日本高速道路株式会社（金沢支社）、日本郵便株式会社（北陸支社）、北

陸電力株式会社（石川支店）及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、ソ

フトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、楽天モバイル株式会社（金沢支

社）、福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤ

マト運輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、株

式会社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリ

ーマート、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 エ～オ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）基本理念 

  この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害時の被害を最小化し、被害の迅速な回復

を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮

し、相互に協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、

災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら災害へ

の備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本理念 

  この計画は、県、市町、防災関係機関、事業所及び県民がとるべき基本的事

項等を定めたものである。 

県、市町及び防災関係機関は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合（以下「災害時」という。）の被害を最小化し、被害の迅速な回復を図る「減

災」の考え方を防災の基本理念とし、それぞれ全機能を有効に発揮し、相互に

協力して、さまざまな対策を組み合わせた総合的な防災対策を講じ、災害時の

社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならない。 

このため、県、市町及び防災関係機関は、実施計画の作成などにより本計画

の具体化を図るとともに、常に本県をとりまく諸条件を見極め、必要に応じて

修正を加えるなど、その弾力的な運用を図る。 

また、事業者及び県民は、それぞれ自助・共助の精神に基づいて自ら災害へ

の備えの充実に努めることが大切である。 

なお、災害対策の実施に当たっては、県、市町、指定公共機関及び指定地方

公共機関は、それぞれの機関の果たすべき役割を的確に実施していくととも

に、相互に密接な連携を図る。 

併せて、県及び市町を中心に、県民一人ひとりが自ら行う防災活動や、地域

の防災力向上のために自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活

動を促進することで、県、市町、防災関係機関、事業者及び県民等が一体とな

って最善の対策をとらなければならない。 

施策を実施するため、災害応急対策のための災害救助関係費用の支弁に要す

る財源はもとより、災害対策全般に要する経費の財源にあてるため、県及び市

町は、災害対策基金等の積立、運用等に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る雪害に対する防災に寄与すべきものである。それぞれが雪害に関して

処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る雪害に対する防災に寄与すべきものである。それぞれが雪害に関して

処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 気象 

冬は、大陸の優勢な高気圧から吹き出す強い北西の季節風が、日本海を吹走

中に水蒸気を補給し、県内に雨や雪を降らせる。北陸地方は、世界有数の多雪

地域で雪害をもたらすが、貴重な水資源でもある。また、冬の雷は、日本で一

番多い。 

（１）降積雪の状況 

金沢地方気象台における観測開始以来（１８９１年：明治２４年～）の最

深積雪及び降雪量の状況は、下表のとおりである。 

※１ 「年」の区分は寒候期（前年１１～当該年３月）による。 

※２ 平年値は、１９８１年～２０１０年の３０年平均値である。 

平年値最深積雪４４ｃｍ 

平年値降雪量２８１ｃｍ 

５ 社会的要因とその変化 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加している。

したがって、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要がある。 

 

（１）～（３）（略） 

（４）交流人口の増大・国際化の進展 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要が

ある。 

（５）～（６）（略） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

第４節 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 気象 

冬は、大陸の優勢な高気圧から吹き出す強い北西の季節風が、日本海を吹走

中に水蒸気を補給し、県内に雨や雪を降らせる。北陸地方は、世界有数の多雪

地域で雪害をもたらすが、貴重な水資源でもある。また、冬の雷は、日本で一

番多い。 

（１）降積雪の状況 

金沢地方気象台における観測開始以来（１８９１年：明治２４年～）の最

深積雪及び降雪量の状況は、下表のとおりである。 

※１ 「年」の区分は寒候期（前年１１～当該年３月）による。 

※２ 平年値は、１９９１年～２０２０年の３０年平均値である。 

平年値最深積雪３２ｃｍ 

平年値降雪量１５７ｃｍ 

５ 社会的要因とその変化 

毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加している。

したがって、災害時に要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮する必要

がある。 

（１）～（３）（略） 

（４）交流人口の増大・国際化の進展 

   毎年多くの観光客が本県を訪れるなど、交流人口が増大している。加えて、

国境を越えた経済社会活動の拡大とともに、在県・来県外国人も増加してい

る。したがって、災害時に、要配慮者としての旅行者や外国人にも十分配慮

する必要がある。 

（５）～（６）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（７）新たな感染症への対策 

令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所にお

ける避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進

する必要がある。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

６～８（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）新たな感染症への対策 

新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、災害対応に当たる職員等の感

染症対策の徹底や、避難所における避難者の過密抑制など新型コロナウイル

ス感染症を含む感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要が

ある。 

（８）情報通信技術の発達 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピュ

ーティング技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を促進する

必要がある。デジタル化に当たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準

化や、システムを活用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る

必要がある。 

６～８（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第２章 雪害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～２（略） 

３ 学校教育における防災教育 

（１）（略） 

（２）児童生徒の発達段階に応じて、地域の実情を踏まえた防災教育用教材やパ

ンフレット等を作成・活用して、以下の事項等について指導を行う。また、

自らの安全を確保するための行動及び他の人や集団、地域の安全に役立つこ

とができる態度や能力を養う。 

ア～エ（略） 

オ 乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高齢者、妊婦、外

国人など災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適切な防災行動を

とることが困難であり、災害の犠牲になり易い人々に対する配慮 

カ（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～ウ（略） 

（新設） 

エ～カ（略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

５～７（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第２章 雪害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～２（略） 

３ 学校教育における防災教育 

（１）（略） 

（２）児童生徒の発達段階に応じて、地域の実情を踏まえた防災教育用教材やパ

ンフレット等を作成・活用して、以下の事項等について指導を行う。また、

自らの安全を確保するための行動及び他の人や集団、地域の安全に役立つこ

とができる態度や能力を養う。 

ア～エ（略） 

オ 要配慮者に対する配慮 

 

 

カ（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）（略） 

（２）普及の内容 

ア～ウ（略） 

エ 除雪作業中の事故防止に役立つ道具や装備品、これらの安全な使用方法 

オ～キ（略） 

ク 広域避難の実効性を確保するための、通常の避難との相違点を含めた広域

避難の考え方 

ケ 家屋が被災した際に，片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影する

など，生活の再建に資する行動 

５～７（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）雪害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

 

 

 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の

一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、

必要があると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

 

 

 

 

 

第３節（略） 

 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１～２（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）雪害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

４ 県民及び事業者等による地区内の防災活動の推進 

市町内の一定の地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等は、当

該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等

の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等自発的な防災活動の推進に努める。 

この場合、必要に応じて、当該地区における自発的な防災活動に関する計画

を共同して作成し、これを地区防災計画の素案として市町防災会議に提案する

など、当該地区の市町と連携して防災活動を行う。 

なお、市町は、個別避難計画が作成されている避難行動要支援者が居住する

地区において、地区防災計画を定める場合は，地域全体での避難が円滑に行わ

れるよう、個別避難計画で定められた内容を前提とした避難支援の役割分担及

び支援内容を整理し、両計画の整合が図られるよう努める。また、訓練等によ

り，両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

さらに、市町地域防災計画に地区防災計画を位置付けるよう市町内の一定の

地区内の県民及び当該地区に事業所を有する事業者等から提案を受け、必要が

あると認めるときは、市町地域防災計画に地区防災計画を定める。 

 

第３節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

 

２～４（略） 

 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、雪害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、能登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、冬期間におけるより

実践的な防災訓練の継続的な実施に努める。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、降積雪時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験でき

るよう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

 

２（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 

１ 基本方針 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、防災ボランティアの活動環境として、行政・ＮＰＯ・ボラ

ンティア等の三者で連携し、平常時の登録、研修や訓練の制度、災害時にお

ける防災ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活

動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等につ

いて整備を推進するとともに、そのための意見交換を行う情報共有会議の整

備・強化を、研修や訓練を通じて推進する。 

２～４（略） 

 

第５節 防災訓練の充実 

１ 基本方針 

県、市町及び防災関係機関等は、雪害予防の万全を期するため、単独又は共

同して、能登半島地震や東日本大震災の教訓等を踏まえ、大規模広域災害時に

円滑な広域避難が可能となるよう、冬期間におけるより実践的な防災訓練の継

続的な実施に努める。 

また、県、市町及び防災関係機関は、特に自主防災組織や一般住民に参加を

求めて、降積雪時の初期消火、避難等をより多くの住民が身をもって体験でき

るよう努める。 

なお、訓練の実効性を高めるため、訓練終了後、評価及び課題の整理等を行

い、事後の訓練等や防災計画、各種マニュアルの見直しに反映する。 

２（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

 イ 県は、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結

するなど、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努

める。 

 

 

 

ウ～エ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。 

 

 

 

ウ（略） 

（８）～（１３）（略） 

 

 

 

第６節 防災体制の整備 

１（略） 

２ 県の活動体制 

（１）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、災害時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

 イ 県は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能となる

よう、既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体との協力体

制の構築に努めるとともに、広域避難における居住者等及び広域一時滞在に

おける被災住民（以下「広域避難者」という。）の運送が円滑に実施される

よう運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の具体的な避難・受入方

法を含めた手順等を定めるよう努める。 

ウ～エ（略） 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ

ースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策とし

て、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執務

スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は，派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

ウ（略） 

（８）～（１３）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１４）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センター

が地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における

男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災担当

部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

 

３ 市町の活動体制 

（１）～（５）（略） 

（６）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア～イ（略） 

ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方

公共団体との広域一時滞在に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に

実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、発災時の具体的な避

難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

 

エ～オ（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。 

 

 

 

ウ（略） 

（８）～（１４）（略） 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につ

いて庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センタ

ーが地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時におけ

る男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担

当部局と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

 

（１４）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を高

めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内

及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地域

における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災担当部局と

男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）～（５）（略） 

（６）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア～イ（略） 

ウ 市町は、大規模広域災害時に円滑な広域避難及び広域一時滞在が可能とな

るよう、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難における居住者

等及び広域一時滞在における被災住民（以下「広域避難者」という。）の運

送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定を締結するなど、災害時の

具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

エ～オ（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア（略） 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス

ペースの確保を行う。なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策と

して、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援職員等の執

務スペースの適切な空間の確保に配慮するほか、応援職員の派遣に当たって

は、派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底する。 

ウ（略） 

（８）～（１４）（略） 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、防災会議の委員に占める女性の割合を

高めるよう取り組むとともに、男女共同参画担当部局が災害対応について庁

内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局

と男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 
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４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努める。 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

４～６（略） 

 

第９節 道路等の交通確保対 

１～２（略） 

３ 国道、県道等の交通確保 

（１）冬期道路交通の確保 

国土交通省、中日本高速道路㈱、石川県、市町の各道路管理者は、冬期間

における道路交通の確保を目途として、冬期の交通確保計画を策定し、適正

な人員配置及び除雪機械の配備を行い、除雪体制の強化に努める。 

また、必要に応じ、除雪機械の整備、増強を行い、効率的・効果的な除雪

作業を行うとともに、流雪施設、消融雪施設の整備等を推進し、道路交通を

確保する。特に、集中的な大雪に対しては、国、中日本高速道路（株）、県

及び市町は道路ネットワーク全体として通行止め時間の最小化を図ること

を目的に、車両の滞留が発生する前に関係機関と調整し、集中的な除雪作業

を行うなど、道路管理者相互の連携の下、迅速・適切に対応するよう努める

ものとする。 

（２）（略） 

４（略） 

５ 人材確保方策 

県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保

し、即応できる体制の整備に努める。 

県は、土木・建築職などの技術職員が不足している市町への中長期派遣等に

よる支援を行うため、技術職員の確保及び災害時の派遣体制の整備に努める。 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１～２（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

また各機関が横断的に共有すべき防災情報をＳＩＰ４Ｄ（基盤的防災情報流

通ネットワーク）に集約できるよう努める。 

４～６（略） 

 

第９節 道路等の交通確保対 

１～２（略） 

３ 国道、県道等の交通確保 

（１）冬期道路交通の確保 

国土交通省、中日本高速道路㈱、石川県、市町の各道路管理者は、冬期間

における道路交通の確保を目途として、冬期の交通確保計画を策定し、適正

な人員配置及び除雪機械の配備を行い、除雪体制の強化に努める。 

また、必要に応じ、除雪機械の整備、増強を行い、効率的・効果的な除雪

作業を行うとともに、流雪施設、消融雪施設の整備等を推進し、道路交通を

確保する。特に、集中的な大雪に対しては、国、中日本高速道路（株）、県

及び市町は、人命を最優先に幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避

することを基本的な考え方として、車両の滞留が発生する前に関係機関と調

整し、集中的な除雪作業を行うなど、道路管理者相互の連携の下、迅速・適

切に対応するよう努めるものとする。 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

４～６（略） 

 

第１０節（略） 

 

第１１節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、雪害による建物倒壊及び出火、延焼等に備えて、被災者が避難生活

を送るための指定避難所及び避難路をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組

織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当

たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

 

 

 

２ 指定避難所、避難路の指定等 

（１）指定避難所 

ア 被災者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、被災者等を受け入れ、又は生活関連物資を被災者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～カ（略） 

 

 

４～６（略） 

 

第１０節（略） 

 

第１１節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、雪害による建物倒壊及び出火、延焼、新型コロナウイルス感染症を

含む感染症対策等を踏まえ、避難者が避難生活を送るために必要十分な指定避

難所及び避難路をあらかじめ指定し、平常時から、指定避難所の場所，収容人

数等について、町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を図るととも

に、災害時に指定避難所の開設状況や混雑状況等を周知することも想定し、ホ

ームページやアプリケーション等の多様な手段の整備に努める。防災に関する

諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め

る。 

２ 指定避難所、避難路の指定等 

（１）指定避難所 

ア 避難者等を滞在させるために必要となる適切な規模を有するものである

こと。 

イ 速やかに、避難者等を受け入れ、又は生活関連物資を避難者等に配布する

ことが可能な構造又は設備を有するものであること。 

ウ～カ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

キ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 ク 被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ケ（略） 

 コ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、被災者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

 サ～セ（略） 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

キ 生活必需品等の供給 

避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、携帯トイレ、簡

易トイレ、医薬品、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション等避

難生活に必要な物資や新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策に必要

な物資等の備蓄に努めること。備蓄品の調達にあたっては、要配慮者、女性、

子供にも配慮する。 

また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

（略） 

 災害時におけるテントシート製品の調達等に関する協定 

 

 ク 避難者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備を図

ること。 

 ケ（略） 

 コ 避難所の規模（受入可能人数）・設備内容について、定期的に点検を行い、

適切な配置に努めるとともに、避難が長期化した場合に備えて、避難者の健

康管理等の観点から、あらかじめ公営や民間の宿泊施設の指定に努める。 

 サ～セ（略） 

（２）（略） 
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３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第１２節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

災害発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、高

齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや迅速かつ適切な

防災行動をとることが困難であり、雪害の犠牲になり易い人々である要配慮者

が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら雪害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

また、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の受け入れや関係団

体との連携により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所へ

の避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院を円滑に行う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

８ 情報連絡体制の整備 

  保健所は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に

備えて、平常時から、管内の市町の防災担当部局との連携の下、ハザードマッ

プ等に基づき、自宅療養者等が危険エリアに居住しているか確認を行うよう努

める。また、市町の保健福祉担当部局、防災担当部局との連携の下、自宅療養

者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとともに、必要に応じて、

自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 

 

第１２節 要配慮者対策 

１ 基本方針 

災害発生時には、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、難

病等の患者、高齢者、妊婦、外国人など災害に際して必要な情報を得ることや

迅速かつ適切な防災行動をとることが困難であり、雪害の犠牲になり易い人々

である要配慮者が被害を受ける可能性が高まっている。 

このため、県、市町及び社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災

組織等の協力を得ながら雪害から要配慮者を守るための防災対策の一層の充

実を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者を適切に避難誘導

し、安否確認等を行うための措置について定める。 

 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局と福祉担当部局との連

携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、自主防災組

織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者に関する情

報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、避難支援等に携わる関係者として市町地域防災計画に定めた消防

機関、警察機関、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織等に

対し、避難行動要支援者本人の同意を得ることにより、または、当該市町の

条例の定めにより、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するとともに、

多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整

備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るものとす

る。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等 

市町は、市町地域防災計画において、避難行動要支援者名簿及び個別避難

計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行うた

めの措置について定める。 

ア 避難行動要支援者名簿の作成 

市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、平常時より県との連携及び民生・児童委員、介護職員、

自主防災組織、ボランティア、自治会等の活動を通じて、避難行動要支援者

に関する情報を把握し、避難行動要支援者名簿を作成する。 

避難行動要支援者名簿については、地域における避難行動要支援者の居住

状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、定期的

に更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活

用に支障が生じないよう、名簿情報の適切な管理に努める。 

 イ 名簿情報の利用及び提供 

市町は、市町地域防災計画に定めるところにより、消防機関、警察機関、

民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携わ

る関係者に対し、避難行動要支援者本人の同意、または、当該市町の条例の

定めがある場合には、あらかじめ避難行動要支援者名簿を提供するととも

に、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制

の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図るもの

とする。その際、名簿情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）避難行動要支援者の避難支援計画の策定 

市町は、防災関係部局と福祉関係部局、警察本部等との連携の下、消防団、

自主防災組織等、また、平常時から避難行動要支援者と接している社会福祉

協議会、地区民生委員協議会、介護サービス提供者、障害者団体等の福祉関

係機関と協力して、個人情報保護やプライバシーに配慮しつつ、避難行動要

支援者に関する情報の共有を図るとともに、県の洪水等避難計画作成支援マ

ニュアル等を活用し、避難支援プランの策定等に努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした避難支援プランの全体計画を早期に作成するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（８）（略） 

 

 

 

 

（２）避難行動要支援者の個別避難計画の策定等 

ア 市町は、市町地域防災計画に基づき、防災担当部局や福祉担当部局など関

係部局の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の

避難支援等に携わる関係者と連携して、避難行動要支援者名簿の情報に係る

避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう

努める。 

特に、市町レベルでの避難支援の対象者の範囲、避難行動要支援者情報の

収集・共有の方法、避難支援体制など避難行動要支援者対策の取り組み方針

を明らかにした個別避難計画の全体計画を早期に作成するものとする。 

また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザー

ドマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したも

のとなるよう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じ

た場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画情報の

適切な管理に努める。 

イ 市町は、地区防災計画が定められている地区において、個別避難計画を作

成する場合は、地区防災計画との整合が図られるよう努める。また、訓練等

により、両計画の一体的な運用が図られるよう努める。 

 

ウ 市町は、市町村地域防災計画に定めるところにより、消防機関、都道府県

警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等

に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同

意、または、当該市町村の条例の定めがある場合には、あらかじめ個別避難

計画を提供する。 

また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達

体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。

その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じる。 

エ 市町は、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、

避難支援等が円滑かつ迅速に実施されるよう、平常時から、避難支援等に携

わる関係者への必要な情報の提供、関係者間の事前の協議・調整その他の避

難支援体制の整備など、必要な配慮をする。 

（３）～（８）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（９）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア（略） 

 イ 災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることがで

きる体制が整備されていること。 

 ウ（略） 

 

    

 

 

 

（１０）二次避難支援体制の整備 

県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（１１）（略） 

３ 社会福祉施設等の管理、保全対策 

（１）管理、保全及び防災組織体制の整備 

ア～ウ（略） 

エ 県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定

を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）福祉避難所の指定 

市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 ア（略） 

 イ 災害時において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整

備されていること。 

 ウ（略） 

   また、受入れを想定していない避難者が避難してくることがないよう、必

要に応じて、福祉避難所を指定する際に、受入れ対象者を特定して公示する

ほか、福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整の上、個別避難計

画等により、要配慮者が、避難が必要となった際に福祉避難所へ直接避難す

ることができるよう努める。 

（１０）二次避難支援体制の整備 

県は、避難者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を派遣する体制を整

備し、関係団体や市町との協力体制の構築を図る。 

市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（１１）（略） 

３ 社会福祉施設等の管理、保全対策 

（１）管理、保全及び防災組織体制の整備 

ア～ウ（略） 

エ 県は、介護保険施設、障害者支援施設等に対し、あらかじめ、県内外の同

種の施設、ホテル・旅館等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害

協定を締結するよう指導に努め、併せて、その内容を県に登録するよう要請

するものとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 

 
第１６節 こころのケア体制の整備  

１ 基本方針 

災害発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が 

発生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、被災した住

民に日常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の

健康を崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や

軽減を図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、災害発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 

 
 
 
 
 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

１ 基本方針 

道路管理者は、災害応急対策を実施するための要員及び物資等の輸送に必要

な緊急輸送道路を定め、整備に努める。また、緊急輸送道路について、災害時

の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指定して道路の占用の禁止又

は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

県及び市町は、多重化や代替性・利便性等を考慮しつつ、災害発生時の緊急

輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラ

ックターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点、ヘリコプター臨時

離着陸場（以下「臨時離着陸場」という。）の適地をあらかじめ把握しておき、

緊急事態に備えるとともに、大量輸送を行うための船舶の確保や港湾、漁港の

整備を図る。 

また、県及び市町は、関係機関と協議の上、県が開設する広域物資輸送拠点、

市町が開設する地域内輸送拠点を経て、各避難所に支援物資を届ける緊急輸送

ネットワークの形成を図るとともに、指定公共機関その他の関係機関等に対す

る周知徹底に努める。 

２～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 

 
第１６節 こころのケア体制の整備  

１ 基本方針 

災害発生時には、家屋の倒壊、道路の損壊、火災等により多数の負傷者が 

発生し、更に医療機関の被災やライフラインの機能停止等により、精神科医療

機能の低下が予想される。このような混乱した状況のもとで、被災した住民は

日常生活上のストレス、死の恐怖や絶望感などの精神的苦痛から、心身の健康

を崩したり、疾病の悪化を招くため、被災した住民の精神的不調の予防や軽減

を図る必要がある。 

このため、県は平時から、市町及び精神科医療機関と緊密な連携を図りなが

ら、災害発生時における被災者の救護に万全を期すため、精神保健医療体制の

整備に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

（新設） 

 

 

ア 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえたこ

ころのケア活動マニュアルに基づき、支援関係者に対する研修を実施するほ

か、常に活動体制の点検を行う。 

イ 県は、県こころの健康センター、県立高松病院及び精神科医療機関等と連

携、協力し、派遣・受入体制の確立に努める。 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

災害により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、県は、精

神科医療機関と協力し体制整備に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）の活動要領」を踏まえながら、精神保健医療班（こ

ころのケアチーム）の派遣・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡

体制の整備に努める。 

 

第１７節～第２２節（略） 

 

第２３節 公共施設災害予防 

１～２（略） 

 

２ こころのケア実施体制の整備 

（１）県 

ア 県は、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を派遣する意思を持ち、ＤＰ

ＡＴの活動に必要な人員を有する病院を石川ＤＰＡＴ指定機関に指定し、支

援体制を確立しておく。 

イ 県は、被災者へのこころのケア活動が円滑に実施できるよう、厚生労働省

が定める「災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等に基づき、支

援関係者に対する研修を実施するほか、常に活動体制の点検を行う。 

 

（削除） 

 

（２）（略） 

３ 災害時精神科医療体制の整備 

（１）県は、次の機能を有する災害拠点精神科病院として石川県立こころの病院

を指定する。 

ア 医療保護入院、措置入院等の精神保健福祉法に基づく精神科医療を行うた 

めの診療機能 

イ 精神疾患を有する患者の受入れや、一時的避難所としての機能 

ウ ＤＰＡＴの派遣機能 

（２）県は、災害により急発・急変し、緊急に入院を要する者に対応するため、

災害拠点精神科病院、精神科医療機関等と協力体制を確立しておく。 

（３）県は、発災直後から精神科医療ニーズに対応できるよう精神科医療機関が

機能停止した場合の入院患者の搬送方法、外来患者の医療継続の方法等につ

いて訓練等で検証しておく。 

４ 情報連絡体制の整備 

県及び市町、精神科医療機関は、平時から厚生労働省が定める「災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）活動要領」等を踏まえながら、石川ＤＰＡＴの派遣

・受入体制及び精神科救急医療についての情報連絡体制の整備に努める。 

 

 

第１７節～第２２節（略） 

 

第２３節 公共施設災害予防 

１～２（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、雪害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県，電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては，市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

 
 

４～６（略） 

 

第２４節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、雪害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県，電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては，市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

 大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

４～６（略） 

 

第２４節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第３章 雪害応急対策計画 
 

災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、災害対策

に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。 

また、発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情

報収集に努め、収集した情報に基づき、人命救助及びこのために必要な活動に人

的・物的優先的に配分する。 

なお、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配

慮する。 

 

第１節 初動体制の確立 

１～９（略） 

１０ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、次の応

援協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～ソ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

タ～ヌ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 ネ（略） 

 

 

 
 

第３章 雪害応急対策計画 
 

災害の発生に伴う災害応急対策を迅速に適時・的確に行うためには、災害対策

に優先順位をつけてタイミングよく実施しなければならない。 

また、災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、発災直後は、

被害規模の把握を、それぞれ早期に行うとともに、正確な情報収集に努め、収集

した情報に基づき、人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的優先的に配

分する。 

なお、関係機関は、災害応急対策に従事する者の安全の確保を図るよう十分配

慮する。 

第１節 初動体制の確立 

１～９（略） 

１０ 受援体制の確立 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、次の応

援協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～ソ（略） 

 タ 災害時における電気自動車の支援に関する協定 

チ～ネ（略） 

ノ 大規模災害時における相互連携に関する協定 

（本章第 28 節「ライフライン施設の応急対策」参照） 

 

 

 

 

ハ（略） 

 

 

協 定 者 協定締結日 ＴＥＬ ＦＡＸ

石 川 県 米沢電気工事株式会社 R3.12.6 076-291-5200 076-291-0305
日産自動車株式会社 050-3545-6012 076-221-7731
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

 

ノ～へ（略） 

（７）～（８）（略） 

１１～１２（略） 

 
第２節 事前措置及び応急措置 

１～３（略） 

４ 県及び市町の委員会並びに委員の応急措置 

（１）県の委員会又は委員は、県の地域に係る災害が発生し、又は発生するおそ

れがあるときは、法令又は、地域防災計画の定めるところにより、知事の所

轄の下にその所掌事務に係る応急措置を実施する（災害対策基本法第70条第

2項）。 

（２）市町地域防災計画には、市町の委員会又は委員等の応急措置に関して、次

の事項を定めておく。 

市町の委員会又は委員、市町の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設

の管理者その他法令の規定により応急措置の実施の責任を有する者は、当該

市町の地域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、市町地

域防災計画の定めるところにより、市町長の所轄の下にその所掌事務若しく

は所掌事務に係る応急措置を実施し、又は市町長の実施する応急措置に協力

しなければならない（災害対策基本法第62条第2項）。 

５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒ 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

 

フ～ミ（略） 

（７）～（８）（略） 

１１～１２（略） 

 
第２節 事前措置及び応急措置 

１～３（略） 

４ 県及び市町の委員会並びに委員の応急措置 

（１）県の委員会又は委員は、県の地域に係る災害時は、法令又は、地域防災計

画の定めるところにより、知事の所轄の下にその所掌事務に係る応急措置を

実施する（災害対策基本法第70条第2項）。 

 

（２）市町地域防災計画には、市町の委員会又は委員等の応急措置に関して、次

の事項を定めておく。 

市町の委員会又は委員、市町の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設

の管理者その他法令の規定により応急措置の実施の責任を有する者は、当該

市町の地域に係る災害時は、市町地域防災計画の定めるところにより、市町

長の所轄の下にその所掌事務若しくは所掌事務に係る応急措置を実施し、又

は市町長の実施する応急措置に協力しなければならない（災害対策基本法第

62条第2項）。 

５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 被害の発生及び拡大防止体制 

（１）第１段階（当事者体制） 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、その被害の拡大

を防止し、又は被害の発生の防ぎょするために必要な措置は、それぞれ災害

応急対策責任者が、その機能をあげて所要の措置を講ずる。 

このために、市町はその消防機関、水防団その他市町の機関の災害時出動

体制等についてあらかじめ定め、また、指定公共機関又は指定地方公共機関

等は、その業務に係る災害に関して保安要員等の出動体制を定めるなど、万

全の体制を整えておく。 

（２）～（３）（略） 

第３節 雪に関する防災気象情 

１～２（略） 

３ 雪に関する特別警報・警報・注意報の種類及び発表基準 

（１）特別警報・警報・注意報 

ア（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 被害の発生及び拡大防止体制 

（１）第１段階（当事者体制） 

災害時において、その被害の拡大を防止し、又は被害の発生の防ぎょする

ために必要な措置は、それぞれ災害応急対策責任者が、その機能をあげて所

要の措置を講ずる。 

このために、市町はその消防機関、水防団その他市町の機関の災害時出動

体制等についてあらかじめ定め、また、指定公共機関又は指定地方公共機関

等は、その業務に係る災害に関して保安要員等の出動体制を定めるなど、万

全の体制を整えておく。 

（２）～（３）（略） 

第３節 雪に関する防災気象情 

１～２（略） 

３ 雪に関する特別警報・警報・注意報の種類及び発表基準 

（１）特別警報・警報・注意報 

ア（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

イ 警報等の基準 

 

 

４～５（略） 

 

第４節～第７節（略） 

 
第８節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

市町長等から知事に対する消防防災ヘリコプターの支援要請は、「石川県消

防防災ヘリコプター支援協定（平成２６年４月１日）」の定めるところによる。 

（１）支援要請の要件 

県は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、次の各号のいず

れかに該当する場合は、市町長等の要請に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 
第９節～第１２節（略） 

 
第１３節 避難誘導等 

１～５（略） 

イ 警報等の基準 

 

 

４～５（略） 

 

第４節～第７節（略） 

 
第８節 消防防災ヘリコプターの活用等 

１～３（略） 

４ 支援要請 

市町長等から知事に対する消防防災ヘリコプターの支援要請は、「石川県消

防防災ヘリコプター支援協定（平成２６年４月１日）」の定めるところによる。 

（１）支援要請の要件 

県は、災害時で、次の各号のいずれかに該当する場合は、市町長等の要請

に基づき支援する。 

（略） 

（２）～（３）（略） 

５～６（略） 

 
第９節～第１２節（略） 

 
第１３節 避難誘導等 

１～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 避難者の誘導 

避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、雪崩危険箇所等の所在、災害の概要その他の避難に資する情

報の提供に努める。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。 

また、災害が発生していない場合であっても、住民の自主避難に応じ、速

やかに避難所を開設するよう努める。 

なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとす

る。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ～エ（略） 

 

６ 避難者の誘導 

避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、雪崩災害の危険箇所等の所在、災害の概要その他の避難に資

する情報の提供に努める。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。災害の規模にかんがみ、必要な避難所を、可能な限り当初から開設する

よう努める。 

また、災害が発生していない場合であっても、住民の自主避難に応じ、速

やかに避難所を開設するよう努める。 

なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。特定の指定避難

所に避難者が集中し、収容人数を超えることを防ぐため、ホームページやア

プリケーション等の多様な手段を活用して避難所の混雑状況を周知する等、

避難の円滑化に努める。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとす

る。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

県及び市町は、被災地において、新型コロナウイルス感染症を含む感染症

の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健福祉部局が連携して、感染

対策として必要な措置を講じるよう努める。また、自宅療養者等が避難所に

避難する可能性を考慮し、あらかじめ、市町の保健福祉担当部局、防災担当

部局及び保健所との間で、情報共有の内容、情報の伝達方法などについて、

検討・調整を行い、避難所の運営に必要な情報を共有するものとする。 

イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

オ 避難所の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

サ 旅館・ホテル等の活用 

市町は、災害の規模、被災者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

旅館、ホテル等への移動を避難者に促す。 

シ～ス（略） 

（２）（略） 

 

 

オ 避難所の運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配

布等による避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに

配慮した避難所の運営管理に努める。 

 サ 女性や子ども等の安全の配慮 

   避難所等における女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止する

ため、女性用と男性用のトイレを離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・

入浴施設等は昼夜問わず安心して使用できる場所に設置する、照明を増設す

る、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポスターを掲載するなど、女

性や子ども等の安全に配慮するよう努めるものとする。また、警察、病院、

女性支援団体等との連携の下、被害者への相談窓口情報の提供を行うよう努

める。 

シ ホテル・旅館等の活用 

市町は、災害の規模、避難者の避難及び収容状況、避難の長期化に鑑み、

ホテル・旅館等への移動を避難者に促す。 

ス～セ（略） 

（２）（略） 
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８ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 被災地区の市町の避難所に被災者が入所できないときは、当該市町は、被

災者を被害のない地区若しくは被害の少ない市町又は隣接県への移送につ

いて県に要請する。 

 

 

 

イ（略） 

ウ 県から被災者の受け入れを指示された市町は、直ちに避難所を開設し、受

け入れ態勢を整備する。 

 

エ（略） 

 

 

（新設） 

 

 

オ（略） 

（２）県 

ア 被災地区の市町から被災者の移送の要請があった場合、県は、近隣市町等

と協議の上、被災者の移送を決定する。 

イ 県は、移送先が決定したときは、直ちに移送先に対して避難所の開設を指

示又は要請し、被災者の受け入れ態勢の確保に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

ウ（略） 

 

 

 

 

 

８ 広域避難対策 

（１）市町 

ア 災害の予測規模、避難者数等にかんがみ、当該市町の区域外への広域的な

避難、指定避難所及び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合

において、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接協議し、他

の都道府県の市町村への受入れについては県に対し当該他の都道府県との

協議を求めるほか、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、知事に報告

した上で、自ら他の都道府県内の市町村に協議することができる。 

イ（略） 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき、関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 

 

 

オ 市町は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に併せて広域避難

の用にも供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け

入れることができる施設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

カ（略） 

（２）県 

ア 県は、被災地区の市町から協議要求があった場合、他の都道府県と協議を

行う。 

イ 県は、国に対し、必要に応じて、受入先の候補となる地方公共団体及び当

該地方公共団体における避難者の受入能力（施設数，施設概要等）等、広域

避難について助言を求める。なお、県は、市町から求めがあった場合には、

同様の助言を行う。 

ウ 国、地方公共団体、運送事業者等は、あらかじめ策定した具体的なオペレ

ーションを定めた計画に基づき，関係者間で適切な役割分担を行った上で、

広域避難を実施するよう努める。 

エ（略） 
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（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、被災者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求める。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 
第１４節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、

高齢者、妊婦、外国人などの要配慮者は、災害の認識や災害情報の受理、自力

避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 
第１５節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や精神保健医療班（こころのケアチー

ム）等の医療救護活動に当たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護

活動を実施するため、医療救護班等連絡会を設置する。 

オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 

 

（３）広域一時滞在 

ア 被災市町は、災害の規模、避難者の避難・収容状況、避難の長期化等に鑑

み、市町の区域外への広域的な避難及び応急仮設住宅等への収容が必要であ

ると判断した場合は、県内の他の市町への受入れについては当該市町に直接

協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に対し、当該他の都

道府県との協議を求めることができる。 

イ～エ（略） 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 
第１４節 要配慮者の安全確保 

１ 基本方針 

災害時においては、乳幼児、身体障害者、知的障害者、精神障害者、病人、

難病等の患者、高齢者、妊婦、外国人などの要配慮者は、災害の認識や災害情

報の受理、自力避難などが困難な状況にある。 

市町及び社会福祉施設等の管理者は、地域住民等の協力を得て迅速かつ適切

な要配慮者の安全避難を実施するとともに、安否確認及び避難生活状況等の継

続的な把握により必要な対策を講ずる。 

２～５（略） 

 
第１５節 災害医療及び救急医療 

１～２（略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）～（エ）（略） 

（オ）県は、必要に応じて、医療救護班や石川ＤＰＡＴ等の医療救護活動に当

たるチーム間で情報を共有し、円滑な医療救護活動を実施するため、医療

救護班等連絡会を設置する。 

オ～カ（略） 

（３）～（１０）（略） 

４～１２（略） 
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第１６節～第２１節（略） 

 
第２２節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房

器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、要配慮者等の

ニーズや、男女のニーズの違いに配慮する。 

 

ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 
第２３節 こころのケア活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

 ①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、災害時精神保健医療活動（こ

ころのケア）が円滑に行われるよう調整を行うとともに、災害時精神科医療

体制（緊急入院先の確保など）の調整も行う。 

③（略） 

（２）（略） 

３ 精神保健医療班（こころのケアチーム）派遣体制 

県は、必要に応じて、県内精神科医療機関の協力の下、精神保健医療班（精

神科医、看護師、精神保健福祉士等）を編成し、被災地へ派遣する。 

 

 

 

 

 

 

第１６節～第２１節（略） 

 
第２２節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア（略） 

イ 被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、

時宜を得た物資の調達に留意する。また、避難所における感染症拡大防止に

必要な物資をはじめ、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情

を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや、男女のニーズの違いに配慮す

る。 

ウ（略） 

（２）（略） 

４～５（略） 

 
第２３節 こころのケア活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）県 

 ①（略） 

②必要に応じ、精神科医療機関等の協力を得て、石川ＤＰＡＴの活動が円滑に

行われるよう調整を行う。 

 

③（略） 

（２）（略） 

３ 石川ＤＰＡＴ派遣体制 

県は、必要があると認めた場合は、石川ＤＰＡＴ指定機関に対して石川ＤＰ

ＡＴの出動を要請し、被災地へ派遣する。 
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４ 精神保健医療班活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

精神保健医療班は、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療

救護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及

び仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握

に努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケ

ア活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 
第２４節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

（新設） 

 

 オ～カ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 

第２５節～第２７節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 石川ＤＰＡＴ活動 

（１）支援対象者の早期把握と適切な支援の提供 

石川ＤＰＡＴは、各地域に設置された地域医療救護活動支援室内の医療救

護班等連絡会に参画し、連携協力しながら、積極的に避難所や被災者宅及び

仮設住宅等を訪問し、服薬管理やこころのケアが必要な対象者の早期把握に

努め、必要な医療・福祉サービスへの連携と併せて、被災者のこころのケア

活動を行う。 

（２）～（３）（略） 

５（略） 

 
第２４節 防疫、保健衛生活動 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）県 

 ア～エ（略） 

 オ 県は、避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、必要

に応じて、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）を被災地へ派遣する。 

 カ～キ（略） 

（３）（略） 

３～７（略） 

 

第２５節～第２７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２８節 ライフライン施設の応急対策 
１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

３～６（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２８節 ライフライン施設の応急対策 
１（略） 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ

らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把

握を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定

し、電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

大規模災害時における相互連携に関する協定 

 

 

 

 

（６）～（８）（略） 

３～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２９節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

復旧資材、救助物資等の輸送を自動車等により行う場合は、それぞれの災

害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約により、又は

車両の借上げによって緊急輸送を実施する。 

この場合において、契約した自動車運送業者は、一般客貨の輸送に優先し

て緊急輸送業務を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。 

隣接県の道路について、この措置を必要とする場合は、石川県防災会議が

当該公安委員会に対して、道路区間及び期間を明示して一般車両の交通の禁

止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 
 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 
第３０節～第３２節（略） 

 
 
 
 

第２９節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

復旧資材、救助物資等の輸送を自動車等により行う場合は、それぞれの災

害応急対策責任者が所属の自動車等で陸路輸送を実施する。 

災害応急対策責任者が所属の自動車のみで十分な輸送が確保できないと

きは、次の協定により確保するほか、自動車運送業者との契約により、又は

車両の借上げによって緊急輸送を実施する。 

この場合において、契約した自動車運送業者は、一般客貨の輸送に優先し

て緊急輸送業務を行う。 

緊急輸送に従事する車両の円滑な運行を確保するため必要がある場合は、

公安委員会が道路区間を指定して一般車両の通行を禁止し、又は制限するほ

か、警察署長が臨時交通規制を行う。 

隣接県の道路について、この措置を必要とする場合は、石川県防災会議が

当該公安委員会に対して、道路区間及び期間を明示して一般車両の交通の禁

止又は制限を要請する。 

緊急輸送に従事する車両であることの確認は、知事又は公安委員会が行

い、所定の標章及び証明書を交付する。 

（略） 

 災害時等におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 
第３０節～第３２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節（略） 

 

第２節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧

の実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた市町から要請があり、かつ当該市町

の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な復興のため必要

があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、当該市町に代わ

って工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に対する支援を行

う。 

 

３～４（略） 

 
第３節～第４節（略） 

 
第５節 被災者への支援 

１～９（略） 

１０ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、発災後速やかに、被災

者生活再建支援制度等の各種支援制度の周知に努める。 

 
 
第６節～第９節（略） 

 
 

第５章（略） 
 

 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節（略） 

 

第２節 公共施設災害の復旧 

１（略） 

２ 実施責任者 

指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧

の実施について責任を有する者が実施する。 

なお、県は、特定大規模災害等を受けた場合、または、災害が発生し、県が

管理する道路と交通上密接である市町道が被災した場合、市町から要請があ

り、かつ当該市町の工事の実施体制等の地域の実情を勘案して円滑かつ迅速な

復興のため必要があると認めるときは、その事務の遂行に支障のない範囲で、

当該市町に代わって工事を行うことができる権限代行制度により、被災市町に

対する支援を行う。 

３～４（略） 

 
第３節～第４節（略） 

 
第５節 被災者への支援 

１～９（略） 

１０ 制度の周知 

県及び市町は、被災者の早期生活再建を図るため、見守り・相談の機会や

被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に

支援制度を知ることができる環境の整備に努める。 

 
第６節～第９節（略） 

 
 

第５章（略） 
 

 



 - 35 - 

 



 - 1 - 

資料３－５ 

石川県地域防災計画（事故災害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

事故災害対策編 
 
 

（令和３年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

事故災害対策編 
                  
 

（令和４年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

第１章～第２章（略） 
 

 

第３章 鉄道災害対策計画 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

（略） 

◎ 実施事項 

１（略） 

２ 鉄道事業者 

（１）～（７）（略） 

（新設） 

 

 

第３節（略） 

 

 

第４章～第７章（略） 

 

第１章～第２章（略） 
 

 

第３章 鉄道災害対策計画 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

（略） 

◎ 実施事項 

１（略） 

２ 鉄道事業者 

（１）～（７）（略） 

（７）新幹線における車両及び重要施設の浸水被害軽減のため，車両避難計画に

基づく、車両避難等の措置を講ずる。 

 

第３節（略） 

 

 

第４章～第７章（略） 
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